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１．費用対効果の測定方法 

  教育の費用対効果を話題にすることは、教育界ではタブーに近いことのようである。

「第 2 回 教育経済学の基本 1.教育経済学の重要性」で述べたように、教育は「人格の

完成」を目指すべきものであり、教育投資に対する収益、教育投資の効率性などという

ようなことを考えるべきではないというイデオロギーが教育界を支配している。未来を

担う子どもたちの「人格の完成」のためには、お金を惜しんではならないということで

あろう。しかし、「第 1回 はじめに 3.教育関係者にとっての夢の時代の終わり」で述べ

たように、日本経済の衰退は、所得の減少と財政悪化を招き、教育費の負担が家計と財

政の重荷になってきている。「人格の完成」という名目で、掴み金を教育に使う余裕はも

うない。教育投資の費用対効果を検証して、効率的な教育投資を行わなければ、家計と

国・地方自治体が財政的に破綻する時代になってしまった。年々乏しくなっていくお金

を、各分野の人々が自分たちの生き残りをかけて奪い合うという時代が始まり、教育関

係者は、教育の経済的・社会的な効果を立証しなければ生き残れなくなったのである。

自分の今日・明日のことで精一杯で、日本の遠い未来のことなど知ったことではないと

考える人たちが増えてきたということである。 

費用対効果の測定方法には、費用便益分析、費用効果分析、費用効用分析の３種類が

ある。 

費用便益分析では、施策の効果を金銭的な価値である「便益」で測定し、費用を上回

る便益を生み出すことができるのか、いくつかの代替案の中で費用に対する便益の比率

が最も高いものはどれかなどを調べる。 

費用効果分析では、施策の効果を金銭的価値以外の何らかの尺度である「効果」で測

定し、いくつかの代替案の中で費用に対する効果の比率が最も高いものはどれかを調べ

る。 

費用効用分析では、施策の効果を各個人の満足度である「効用」で測定し、いくつか

の代替案の中で費用に対する効用の比率が最も高いものはどれかを調べる。 

費用便益分析では施策の効果を何らかの方法で金銭的価値に換算することが必要であ

るが、それができない場合には、費用効果分析や費用効用分析を用いざるを得ない。費

用効果分析では、いくつかの施策の「効果」を同一尺度で比較する必要があるので、そ

れができない場合には、費用効用分析を用いることになる。費用効用分析には、「効用」

の客観性の担保が困難であるという欠点がある。 

なお、「第 2回 教育経済学の基本 2.人的資本論」で説明した教育投資の収益率の推計

は費用便益分析の一種であるが、「第 2 回 教育経済学の基本 8.人的資本論とシグナリン

グ理論の問題点 (2)能力差に影響を与える要因、(3)能力差と所得差の関係」で指摘した

ように、所得の上昇による便益を過大に推計している。 
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２．教育の効果 

  伝統的な教育観では、教育は陶冶（知識・技能の習得）と訓育（道徳性・社会的行動

様式の形成）による「全人格の発達」を目指すものとされているから、教育の効果は「全

人格の発達」であるということになる。費用対効果の分析では、効果を何らかの方法で

数量化する必要があるので、「全人格の発達」の程度を数量化できるのかが、例えば、「あ

なたの人格偏差値は 30 です」というようなことができるのかが、問題になる。「あなた

の人格偏差値は 30 です」と言われて、「なるほど、私の人格はかなり劣っているのです

ね」と納得する人はほとんどいないであろう。「ふざけるな。お前は神様か。何を根拠に

して人格偏差値なんてものを決めたのだ。どのようにして計ったのだ。おれは、そんな

ものは認めないぞ」というのが普通の反応であろう。 
  物事の全ての側面を数量化することなどできない。何らかの方法で計測できる側面し

か数量化できない。何かを計測するということは、特定の方法・基準を用いて、物事の

特定の側面を数量化するということである。数量化できる側面が複数あったり、計測の

方法・基準が複数あったりする場合には、そのどれを用いるかに関して、恣意性が介入

する。したがって、費用対効果の分析は、計測可能な効果しか扱えないという点で、物

事の一面しか捉えることができないものであり、また、どの効果に着目するか（逆に言

えば、どの効果を無視するか）や、どのような計測の方法・基準を用いるかによって、

結論が異なってしまうという点で、恣意的なものである。どの効果に着目するかや、ど

のような計測の方法・基準を用いるかによって、ある人が有利になったり、不利になっ

たりする場合には、そこに争いが生じる。どれだけ厳密な費用対効果の分析を行っても、

それは、効果の特定の側面を特定の計測の方法・基準で計測するという枠組み内で客観

的なものに過ぎず、効果の特定の側面と特定の計測の方法・基準という枠組みの選択に

関しては主観的なものなのである。 
教育の費用対効果の分析に関して言えば、数量化できるのは「全人格の発達」の一部

にしか過ぎない。陶冶に関しては、どのような知識、技能を習得すべきかに関して、学

習指導要領などの基準があり、知識、技能の習得の程度を計る方法として学力テストが

実施されてきた長い歴史があるので、ペーパーテストで計れるものが学力の全てとは言

えないという批判、さらには、学力の本質に関する論争があるとは思うが、一応、数量

化できる（ただし、どのような学力試験を選ぶかに関して恣意性がある）。しかし、訓育

に関しては、どのような道徳規範が正しいのか、どのような社会的行動様式が好ましい

のかに関して争いがあるので、数量化が困難である。数量化できるのは、学校で暴力行

為やいじめを何回行ったか、社会に出てから犯罪行為を何回行ったか（あるいは、どの

程度重い罪か）程度であろう。なお、理論的には、高所得を得るために望ましい社会的

行動様式を就労後の所得を基準にして計測することができるが、社会的行動様式と就労

後の所得の関係に関するデータがほとんど無いので、実用的ではない。 
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結局、教育の費用対効果の分析では、学力試験で計測できる学力の向上を教育の効果

とするか、教育を受けたことによる将来の所得の増加を教育の便益とするしか良い方法

がなく、その方法では、教育の効果の一部しか計測していないことになるので、教育の

効果を過小評価していることになる。教育の費用対効果の分析では教育の効果の一部し

か捉えることができないので、教育の費用対効果の分析結果によって教育を論じるのは

不当であるという批判があると思うが、自分が見える範囲内だけで主観的な基準を用い

て教育の効果を把握して教育を論じるのも不当であると思う。 

 

３．学力と所得の関係 

  教育に関する費用便益分析では、教育成果を金銭に換算しなければならない。教育投

資の収益率の推計（「第2回 教育経済学の基本 2.人的資本論」参照）のように、教育成

果を直接、金銭で計測する場合もあるが、それが困難な場合もある。そのような場合に

は、教育の成果として計測容易な学力の向上を、所得の上昇などの金銭的価値に換算す

る必要がある。 

  学力の向上がどれだけの所得の上昇をもたらすかを調査分析するためには、賃金関数

を用いるのが一般的である。最もポピュラーな賃金関数はミンサー型賃金関数で、 

   （ただし、Wは賃金、Sは教育年数、Xは労働経験

年数、α、β、

εγγβα ++++= 2
21ln XXSW

1γ 、 2γ は定数、εは誤差項） 
というような形をとる（「第2回 教育経済学の基本 2.人的資本論」参照）。このミンサー

型賃金関数では、教育年数だけが説明変数として取り上げられ、学力が無視されているの

で、学力Aを説明変数に加えて修正する必要がある（社会的行動様式、親の社会経済的地

位、運なども賃金に影響を与えているはずなので、これらも説明変数に加える必要がある

と思う）。例えば、 

  εγγδβα +++++= 2
21ln XXASW

理論的には、この式を回帰式にして、回帰分析を行えば（「第2回 教育経済学の基本 10.
回帰分析」参照）、学力Aが賃金Wに与える影響が分かるはずだが、日本では、学力と賃金

の関係についてのデータがほとんど無いので、現実には無理である。もし、学力と賃金

に関する詳細なデータがあったとしても、それは、過去の教育における学力と現在の賃

金の関係を示すものであり、現在の教育における学力と未来の賃金の関係を示すもので

はない。例えば、今40歳の人のデータは、20年以上前の教育における学力と今の賃金の

関係に関するデータであり、今10歳の人の学力とその人の30年後の賃金の関係を示すも

のではない。今10歳の人の30年後の正確な賃金が分かるのは30年後のことである。将来

発生する便益に関する費用便益分析は、未来予測の性質を併せ持っており、今後、経済・

社会構造や生産技術・生産構造がどのように変化するかを正確に予測することが誰にも

できない以上、未来は過去何年間かの傾向の延長線上にある（外挿する）という非現実

的な仮定をした上でしか、学力と賃金に関するデータから教育の便益を推計することが

 4



できないのである。この問題は、「第2回 教育経済学の基本 8.人的資本論とシグナリング

理論の問題点 (4)教育投資についての意思決定」で述べた教育投資の収益率の問題と同様

の問題である。過去何年の傾向を用いて未来を予測するかに関して特に決まりはないの

で、そのことを利用して、ある程度、教育の便益の推計結果を操作することができる。 
なお、経済が成長している国では、経済成長に伴って、将来、賃金がどの程度上がる

かを予測して推計する必要があるが、日本のように賃金が低下傾向にある国では、将来、

賃金がどの程度下がるかを予測して推計する必要がある。将来、賃金がどの程度上がる

か下がるかは誰にも分からないので、賃金上昇（下降）率の予測値を操作することによ

って、ある程度、教育の便益の推計結果を操作することができる。 
財やサービスの生産のために必要な能力は、その時々での産業技術の水準や生産構造

に左右されるので、どのような教育、そして学力・社会的行動様式が所得の上昇につな

がるかは、その時々での産業技術の水準や生産構造との関係で決まる。そのため、教育

の世界の基準で、高い学力と優れた社会的行動様式を身につけているとされても、産業

の世界の基準では、能力が低いとされることもありうる。基準が変われば、能力に対す

る評価も変わる。学力の向上を「効果」とする費用効果分析では、教育の世界での自己

満足に陥る危険性があるので、所得の上昇を「便益」とする費用便益分析の方が望まし

い。こういう主張をすると、それは産業の世界の自己満足に過ぎないという批判がある

と思うが、学力の向上という「効果」と、所得の上昇という「便益」のどちらを選ぶか

と問われれば、所得の上昇という「便益」を選ぶ人の方が多数派であろう。山田昌弘氏

は『希望格差社会』（P.159-160）で次のように指摘している。 
 
 従来の教育界主流の考え方では、教育の目的は、人格の完成とか、学ぶこと自体が

楽しいとか、文化の伝達などで「あるべき」であって、投資とか金銭的リターンなど

「経済的利益」、ましてや「社会的効率」の視点から教育を考えることは良くないこと

であるという意見が強かった。……それこそ、教育を受ける側の欲求や、社会全体の

要請とは、「隔たり」がある。……教育は、「手段」なのであって、それ自体が目的で

はないことを肝に銘じるべきである。何事も、それをすること自体が目的となってし

まうと、一種の「宗教」となってしまうのだ。 
 
欧米には、教育成果の金銭への換算に用いることができる調査研究がいくつか存在す

る。 

Alan. B. Kruegerは“Understanding the magnitude and effect of class size on 
student achievement” （“Mishel, Lawrence and Richard Rothstein, eds., THE CLASS 
SIZE DEBATE.”所収）（P.24～25）で、生徒の学業成績と仕事に就いた後の所得との関

係についての研究を紹介している。 
それによると、Richard J. Murnane、John B. Willett、Frank Levyは“The Growing 
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Importance of Cognitive Skills in Wage Determination”で、“the High School and 
Beyond”（アメリカで、1980年に高校3年生であった11,500人に関するデータ）のデータ

を分析して、1980年時点で高校3年時の数学の成績が１標準偏差分（偏差値に換算すると、

10）高いと、6年後には、男性で7.7%、女性で10.9%高い所得を得ていると述べている。

Janet CurrieとDuncan Thomasは、“Early Test Scores, Socioeconomic Status, and 
Future Outcomes”で “the British National Child Development Survey”（1958年の

ある1週間にイギリスで生まれた子どもに関するデータ）のデータを分析して、7歳の時

に、読解のテストで上位四分位数（100人中25位であるということ）に属する人は、下位

四分位数（100人中75位であるということ）に属する人に比べて、20%高い所得を33歳時

点で得ていて、数学のテストで上位四分位数に属する人は、下位四分位数に属する人に

比べて、19%高い所得を得ていると述べている。この結果は、読解のテストの成績が１標

準偏差分（偏差値に換算すると、10）高いと所得が8%高くなり、数学のテストの成績が

１標準偏差分（偏差値に換算すると、10）高いと所得が7.6%高くなることを示唆してい

る。Derek NealとWilliam Johnsonは“The Role of Premarket Factors in Black- White 
Wage Differentials”で、“the National Longitudinal Survey of Youth”（1957～1964
年にアメリカで生まれた12,686人に関するパネルデータ）から1961年以降に生まれた人

のデータを分析して、15～18歳の時に、1980年に実施された“the Armed Forces 
Qualification Test (AFQT)”（アメリカ軍入隊のためのテスト）を受験して（対象者の90%
以上が受験している）、成績が１標準偏差分（偏差値に換算すると、10）高いと、男女と

もに26～29歳の時の所得が20%高くなると述べている。 
（注）「標準偏差の○○倍」という場合、その数字を10倍すると、偏差値での差に換

算できる。偏差値は標準偏差を10にしているからである。 
  Alan. B. Kruegerは、Derek NealとWilliam Johnsonの研究の方がJanet Currieと

Duncan Thomasの研究よりも、所得への大きな影響を示している理由は、第一に、Janet 
CurrieとDuncan Thomasが7歳の時のテストを利用したのに対し、Derek Nealと
William Johnsonが15～18歳の時のテストを利用したことにあると指摘している。小さ

いときに非常に高い得点をとった子どもはその後の成績の伸びが、小さいときに非常に

低い得点をとった子どもに比べて小さい。第二に、Derek NealとWilliam Johnsonが一

つのテストの得点を利用しているのに対して、Janet CurrieとDuncan Thomasは相互に

関連性のある読解と数学のテストの得点を利用している。第三に、イギリスとアメリカ

の労働市場の違いがある。 
  Alan. B. Kruegerは、これら三つの研究結果から、数学または読解のいずれかの成績が

１標準偏差分（偏差値に換算すると、10）高いと、所得が約8%高くなると言えるとして

いる。 
  Eric A. HanushekとLei Zhangは“Quality-Consistent Estimates of International 

Schooling and Skill Gradients”で、“the International Adult Literacy Survey”の結果
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をミンサー型賃金関数を修正した関数（ ( ) ikckikcikckikckikc vZLSy +•+•+•= θδδ 21
~ln 、

ただし、ｙは年間所得、 S~ は教育の質によって修正した教育年数、Lは成績、Zは統制変

数（労働経験年数、性別、居住地域等）で、添え字のiは個人別、kは国別、cは年齢階層

別を表している）を用いて分析したところ、成績が１標準偏差分（偏差値に換算すると、

10）高いと、所得がどれだけ高くなるかは国より異なるが、最高はアメリカで20%高く

なり、最低はスウェーデンで3.8%高くなると述べている。なお、“the International Adult 
Literacy Survey”（略して、IALS）とは、1994年、1996年、1998年に、23カ国が参加

して（日本は参加していない）、16～65歳を対象にして行われた、日常の暮らしに関わる

各種の情報を用いる能力と基本的計算能力の調査であり、各個人の出生国、年齢、学歴、

職業、所得、親の学歴も併せて調べられた。 
  Eric A. HanushekとLudger Woessmannは“Do Better Schools Lead to More Growth? 

Cognitive Skills, Economic Outcomes, and Causation”で、同一国からアメリカへ移民

した人々で、移民前に母国で教育を受けた人と移民後にアメリカで教育を受けた人のア

メリカでの所得の差は、母国とアメリカの国際的な学力調査（TIMSS、PISA等）の成績

の差を反映していると考えて、教育年数と労働経験年数の影響も勘案した上で、データ

を分析すると、成績が１標準偏差分（偏差値に換算すると、10）高いと、所得が14%高

いことになると述べている。 
私が知る限りでは、日本には、教育成果の金銭への換算に用いることができる調査研

究は存在しない。 

北條雅一氏は「大学在学中の学習成績・学習への取り組みと卒業後の所得」で、ある

大学の人文系、社会科学系、教育系学部の卒業生を対象にしたアンケート調査結果から、

専門科目の成績が「とても良かった」「やや良かった」と答えた卒業生は、そうでなかっ

た卒業生に比べて、現在の所得が13.7%高くなっていると指摘しているが、特定大学の特

定学部のデータに過ぎず、成績も自己評価なので、この結果からは確たることは言えな

いと思う。 

出身高校ランク（大学進学実績等）別の所得差を調査した研究があるので、これらの

研究から、学力の向上がどれだけの所得の上昇をもたらすかについてのおおざっぱな推

計を行うことはできる。 
  橘木俊詔氏と八木匡氏は『教育と格差』（P.28-33）で、2004~2006 年に行ったインタ

ーネット調査の結果に基づいて、30~65 歳の有職者男性の平均年収を、大学進学実績を

基に大学通信社が作成したランキング表によって比較すると、高校トップ校出身者は

592.5 万円、中堅上位校出身者は 540.2 万円、中堅下位校出身者は 479.8 万円、下位校出

身者は 483.8 万円であると述べている。各校の在籍者の平均成績が、高校トップ校は 87.5
パーセンタイル（100 人中 12.5 位であるということ）、中堅上位校は 62.5 パーセンタイ

ル（100 人中 37.5 位であるということ）、中堅下位校は 37.5 パーセンタイル（100 人中
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62.5 位であるということ）、下位校は 12.5 パーセンタイル（100 人中 87.5 位であるとい

うこと）の位置にあると仮定すると、成績が 1 パーセンタイル高くなる（100 人中の順位

が 1 位高くなること）と、年収が、62.5～87.5 パーセンタイルの間では 20,920 円、37.5
～62.5 パーセンタイルの間では 24,160 円、12.5～37.5 パーセンタイルの間では－1,600
円、それぞれ上昇することになる。なお、「第 2 回 教育経済学の基本 3.大学教育の収益

率」で指摘したように、この結果には、インターネット調査によったことによるサンプ

リングの偏りの影響があると思う。 
中西祐子氏は近藤博之編『日本の階層システム３ 戦後日本の教育社会』「3章 学校

ランクと社会移動」（P.43）で、1995年と1985年のSSM調査（社会階層と社会移動全国

調査）を分析した結果によると、出身高校別の年収は、普通科Aが607万円、普通科Bが

599万円、普通科Cが564万円、職業科が559万円（1995年のデータについては、普通科A
はほぼ全員が大学・短大進学、普通科Bは半分以上が大学・短大進学、普通科Cは大学・

短大進学者が半分以下、1985年のデータについては、1980年4月20日発行の『サンデー

毎日』に掲載された「全国1300高校大学合格者調査」を用い、そこに記載のない高校が

普通科C、旧帝国大学・東京工業大学・一橋大学の合格者数が計5名以上いる高校が普通

科A、記載のあるその他の高校が普通科Bとされている）であると述べている。1995年の

大学・短大進学率（浪人を含む）が45.2%であることから、各校の在籍者の平均成績が普

通科Aは87.5パーセンタイル、普通科Bは62.5パーセンタイル、普通科Cは37.5パーセン

タイルの位置にあると仮定すると、成績が1パーセンタイル高くなると、年収が、62.5～
87.5パーセンタイルの間では3,200円、37.5～62.5パーセンタイルの間では14,00円、それ

ぞれ上昇することになる。 
 

４．機会費用 

  ある施策を実行する際の費用を推計する際に、「機会費用」が無視されることがある。

何かあることをすると、そのためにできなくなることがあるが、そのできなくなったこ

とを、あることをするための費用であると考えるのが「機会費用」という考え方である。 
例えば、小・中・高等学校の教員になるためには修士以上の学位を要するようにする

という施策の費用を推計する際、修士課程の 2 年間は働けなくなるので、その間、働い

ていたら得られたであろう賃金（放棄所得）が「機会費用」になる。なお、賃金は税引

き前の金額にする必要がある。国や地方公共団体が税収の減少という「機会費用」を負

担しているからである。 
 
５．割引計算 

  今の 100 万円と２年後の 100 万円では価値が異なる。今 100 万円もらうのと、2 年後

に 100 万円もらうのとでは、どちらかを選ぶかと問われて、2 年後に 100 万円もらう方

を選ぶ人はほとんどいないであろう。100 万円を投資すれば収益が生じ、２年後には、100
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万円よりも大きな価値を持つようになる（現在の日本のように超低金利だと実感がわか

ないかもしれないが、超低金利が異常な状態なのである）。そのため、費用便益分析では、

将来発生するであろう便益や費用を割り引いて、現在価値に換算してから、便益と費用

を比較する必要がある。 
新古典派経済学やケインズ経済学では、資本市場（お金を貸したり、借りたるする市

場）では一つの利子率が支配し、その利子率で、各経済主体（人や会社のこと）は、自

分が望む金額の資金を自由に貸したり、借りたりできると仮定する。この利子率で、将

来の費用や便益を割り引いて、現在価値を求める（割引計算）。例えば、市場利子率が１％

の時に、100 万円を投資すると、２年後には 

 ( ){ } ( ) ( ) 万円01.10201.0110001.0101.01100 2 =+×=+×+×  

 になる（要するに、複利計算をする）から、市場利子率が１％の時の２年後の 102.01 万

円の現在価値は、 
( )

万円100
01.01
01.102

2 =
+

  となる。 

  一般化すると、市場利子率が i の時の t 年後の M 円の現在価値は、 

 
( )ti

M
+1

円  となる。 

  資本市場では一つの利子率が支配するというのは非現実的な仮定で、現実には、各経

済主体の信用力によって、利子率や借金できる上限は異なる。例えば、銀行に預金する

（預金するとは、銀行にお金を貸していることである）際の金利と借金する際の金利に

は大きな差がある。そもそも、将来、市場利子率がどう変動するかは誰にも分からない。

したがって、割引計算でどの利子率を用いるべきかはあいまいであり、割引率（割引計

算で用いる利子率のことを割引率という）の選び方によって、費用便益分析の結果を左

右することができる。例えば、Alan. B. Krueger は“Understanding the magnitude and 
effect of class size on student achievement”で学級規模縮小の費用便益分析を行ってい

るが、その結果は割引率によって大きく異なっている（「12.学級規模縮小の効果に関する

調査研究の動向」参照）。 
なお、この割引計算では、名目利子率（借金や預金の際に約定される金利）ではなく、

物価変動を考慮に入れた実質利子率（＝名目利子率－物価上昇率）を用いる必要がある。

将来の物価変動がどうなるかは誰にも分からないので、将来の物価変動をどのように想

定するかによって、費用便益分析の結果を左右することができる。 
つまり、費用便益分析では、割引率や物価変動の予測値を操作することによって、あ

る程度、その結果を操作することができるので、割引率や物価変動の予測値に十分な注

意を払う必要があるということである。 
 

６．実験 

 9



  実験（experimental design）とは、実際にある処置を施してみて、その効果を測定す

るということである。実験を厳密に行うためには、多数の人々を、ある処置を施される

グループ（実験群、experiment group、処理群、処置グループ、treated group などと呼

ばれている）と、施されないグループ（統制群、制御群、control group、対照群、comparison 

group、非処置グループなどと呼ばれている）に無作為（random）に振り分け、特定期

間経過後に両者を比較して、処置の効果を測定する必要がある。この方式は、古典的実

験計画法、統制群法、ランダム化比較試験などと呼ばれている。この方式の利点は、多

数の人々（標本、sample）を無作為に振り分けることにより、各個人の属性の違いが効

果に与える影響の違いを無視できるようになることにある。 
教育生産関数（「第 2 回 教育経済学の基本 9.教育生産関数」参照）を用いて説明する

と、特定の教育方法 X が施された実験群αと、施されなかった統制群βでは、特定の教

育方法以外の学校教育の平均値 S 、学校外教育の平均値T 、自学自習の平均値 L 、仲間

集団の平均値 P 、家庭環境の平均値 F 、社会環境の平均値 E 、生徒の生得的な能力・気

質の平均値 I 、攪乱項（観察できない、あるいは未知の要因）u はほぼ等しくなるので、 

ααααααααα ujXIhEgFfPeLdTcSbaA +++++++++=  

βββββββββ uIhEgFfPeLdTcSbaA ++++++++=  

 から、 

  jXAA ≈− βα  

 となり、教育方法 X の効果だけを計測できるようになる。 
ただし、この方法で計測できる教育方法 X の効果は、平均的な生徒に対して教育方法

X を施した場合の効果であり、平均から外れた生徒に教育方法 X を施した場合の効果は

計測できない。平均から外れた生徒に教育方法 X を施した場合の効果の計測するために

は、個人の属性（例えば、家庭環境 F や生徒の生得的な能力・気質 I）によって、実験群

と統制群をいくつかのグループに分けて、実験を行う必要がある。 
  実験には、実験前と実験後の 2 回データを計測し（例えば、学力調査をする）、実験群

と統制群のデータの変化の度合いの差を効果であるとする（例えば、実験期間中の実験

群と統制群の成績の伸びの差を効果とする）方法（前後比較デザイン）と、実験後の 1
回だけデータを計測し、実験群と統制群のデータの差（例えば、実験後の実験群と統制

群の成績差）を効果であるとする方法（事後比較デザイン）がある。標本数が多く、実

験群と統制群への振り分けが完全に無作為であれば、実験前にデータを計測しなくても、

実験群と統制群のデータに差はないはずなので、事後比較デザインで十分であるという

ことになるが、標本数が少なかったり（社会的な実験では、それぞれのグループが 200
～300 人以下だと危ないと言われている）、無作為性に疑問があったりする場合には、実

 10



験前にデータを計測して、実験群と統制群と同質性を確認し（ただし、計測したデータ

以外の同質性は確認できない）、問題がある場合には統計的方法等で修正を加えた方が良

い。 
  なお、実験では、実験で試されたこと以外のことは分からないということに注意する

必要である。例えば、40 人学級から 30 人学級に縮小する実験が行われ、30 人学級の成

績は 40 人学級の成績よりも偏差値で 1 高いという結果が得られたとしよう。この結果か

ら、学級の人数を 1 人減らすと成績が偏差値で 0.1 高くなる（つまり、学級規模と成績は

比例関係、線形関係にある）と言えそうに思えるが、そうではない。学級の人数が少な

くなるほど、1 人減らすことによる成績向上の効果が増加したり、減少したりする（つま

り、学級規模と成績は非線形関係にある）かもしれないからである。 
  また、実験では、着目している事象以外の事象が発生しても、それを見落としてしま

うという危険がある。新しい教育方法を実験すると、期待している効果ばかりに目が向

き、副作用が発生しても、そのことに気づかないことがある。 
  古典的実験計画法による実験を行うには、様々な困難がある。例えば、「12.学級規模縮

小の効果に関する調査研究の動向」で紹介する「STAR プロジェクト」（1985 年~1989
年にアメリカのテネシー州で実施）という学級規模縮小の効果に関する実証実験に対し

ては、通常規模の学級と少人数学級への無作為な振り分けに対して保護者から不満が出

て、実験途中で一部入れ替えが行われたり、一部の児童が他の公立学校や私立学校に転

校したりし、実験途中での転居による流出・流入もあったので、無作為性が損なわれて

いるという指摘がある（例えば、教育熱心な保護者ほど、少人数学級への入れ替えを要

求したり、私立学校に転校させたりする可能性が高い）。また、少人数学級を担当した教

員には、学級規模縮小の効果を示すという期待がかかり、その期待に応えようとがんば

ったことが実験結果に影響を与えたのではないかという批判もある。さらに、約 1200 万

ドルという多額の経費を費やしている。実験に要する時間も問題になるかもしれない。

「STAR プロジェクト」では 4 年かかっている。 
  日本で、教育に関する厳密な実験を行おうとする際の最大の障害は、おそらく保護者

からの抗議であろう。効果があると思われている教育方法の実験を行う場合には、統制

群にされた児童・生徒の保護者から差別だという抗議がくるだろうし、効果が疑われて

いる教育方法の実験を行う場合には、実験群にされた児童・生徒の保護者から子どもを

実験台にするなという抗議が来るだろう。保護者からの抗議に応えて、実験群と統制群

の間で入れ替えを行うと無作為性が損なわれてしまい、実験にならない。保護者からの

抗議を無視して実験を強行すると、自分の子どもが不利な立場に立たされた考える保護

者は、子ども他の学校に転校させたり、学習塾に通わせたりするであろう。その結果、

大きなバイアス（偏り）が生じてしまう。実験によって損害を受ける可能性があると考

える保護者が実験の差止めを求める訴訟を起こしたり、実験によって損害を受けたと考

える保護者が損害賠償請求を行ったりする可能性もある。なお、実験対象になることに
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関して本人や保護者の同意を得るようにしたり、志願制にしたりすると、バイアスが生

じ、実験にならない。例えば、チャレンジ精神に溢れているか、そうでないかによって、

教育効果に差が出る可能性があるからである。日本で、教育に関する厳密な実験を行う

ことは不可能であると言っても、間違いではないだろう。 
 
７．準実験的な方法 

  古典的実験計画法による厳密な実証実験を行うことができない場合には、準実験的な

（擬似実験的）な方法（quasi-experimental design）が用いられる。準実験的な方法に

はいくつかのタイプがある。例えば、「12.学級規模縮小の効果に関する調査研究の動向」

で紹介する「SAGE プログラム」（1996～2000 年度にアメリカのウィスコンシン州で実

施）ではマッチング法（matching method）が用いられ、貧困レベル以下の家庭の子ど

もが多い学校 30 校（各学校区から 1 校ずつ応募できるとされ、応募してきた学校は全て

実験対象校になった）を対象にして学級規模が縮小され、同一学校区内にあり、類似し

た世帯収入、読解の成績、人種構成の児童がいる学校 14～17 校と、幼稚園年長組から小

学 3 年生までの 4 年間、学業成績が比較された。 
マッチング法では、実験開始前に、実験対象とされたグループと比較対照されるグル

ープ（擬似統制群、擬似的対照群、比較対照グループなどと呼ばれる）の間にどの程度

の同質性があるかが鍵になるが、観察困難な要因や未知の要因についての非同質性によ

る影響を排除することはできない。マッチング法でも、実験対象にされたり、されなか

ったりすることに対する不満が出たり、多額の経費がかかったりすることに関しては、

古典的実験計画法とあまり変わらない。実験対象になることに関して応募制にして、く

じ引きで選ぶようにすれば、不満が少なくなるかもしれないが、その場合、応募してき

た家庭や学校が、子どもの教育に熱心であったり、新しい試みに挑戦することを好むタ

イプであったり、情報収集に熱心であったりし、逆に、応募してこない家庭や学校が、

子どもの教育に関心が乏しかったり、新しい試みに挑戦することを嫌うタイプであった

り、情報収集に無関心であったりする（情報収集に無関心で、募集されていることに気

づかないということ）、というようなバイアスが生じてしまい、実験結果の信頼性を損ね

てしまう。 
  “Regression-discontinuity design”（非連続回帰デザイン、非連続回帰分断などと訳

される）という方法もある。例えば、「12.学級規模縮小の効果に関する調査研究の動向」

で紹介する赤林英夫氏と中村亮介氏の調査研究『学級規模縮小が学力に与えた効果の分

析 －横浜市公開データにもとづく実証分析－』で、この方法が用いられており、日本に

おける学級規模は 40 人を標準とし（小学校 1 年生では 35 人）、学級規模は在籍児童生

徒数に応じて決まるので、在籍児童生徒数が 40 人から 41 人に変化すれば学級規模は

40 人（１学級）から 20～21 人（2 学級）へと変化するということを利用して、学級規

模縮小の効果を推計している。このように、制度的な不連続性により 2 つのグループ（こ
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の場合は、40 人学級と 20～21 人学級）に分けられる場合には、意識的な選択が働く余

地がほとんどない（学級編制の弾力化により意図的に少人数学級化している場合は別）

ので、無作為による振り分けに近い状態が生じ、分かれた時に、2 つのグループの間には

ある程度の同質性があると考えられる。ただし、制度的な不連続性が生じた要因（例え

ば、入学者数の増減）が測定したい効果（例えば、学力）に影響を与えている場合には

推計が不正確になる。 
“Regression-discontinuity design”は自然実験（Natural Experiment）的な方法で

あり、調査費用があまりかからない、保護者からの抗議が少ない（学力を調査し、分析

することに反対される可能性はある）といったメリットがあるが、制度的な不連続性が

生じないと調査できないので、調査できる事柄には限界がある。 
 
８．統計分析 

実験や準実験的な方法がとれない場合には、実験や準実験を行わなくても収集できる

データや既存のデータを回帰分析することにより、教育生産関数（「第 2 回 教育経済学

の基本 9.教育生産関数」参照）の係数を推計し、特定の教育方法を採用すると、教育生

産関数の特定の説明変数の値が変化し、教育生産関数上の教育成果も変化するので、そ

の変化分を特定の教育方法の効果であると推計するという方法が用いられる。 
回帰分析の方法については、「第 2 回 教育経済学の基本 10.回帰分析」で説明している

が、学級規模縮小による学力向上効果を推計するという例を用いて、再度説明する。先

ず、個人の能力を A、学校教育（ただし、学級規模を除く）を S、学校外教育を T、自学

自習を L、個人が属する仲間集団（による影響）を P、家庭環境を F、社会環境を E、生

得的な能力・気質を I、学級規模を C、観察できない、あるいは、未知の要因（攪乱項、

誤差項などと呼ばれる）を u として、教育生産関数が次のような形をとると、大した根

拠もなく、仮説を立てる（ある意味、決めつける）。この場合、Aが被説明変数、S、T、L、

P、F、E、I、Cが説明変数になる。なお、実際に行われている分析では、説明変数のうち

のいくつかが無視されることが多い。 

ujChIgEfFePdLcTbSaA +++++++++=  

（ただし、a、b、c、d、e、f、g、h、Jは定数） 

  次に、A、S、T、L、P、F、E、I、Cに関する実際のデータを学級単位などで多数集める。

質的なデータは何らかの方法で数量化する。学級 i（ ni ,,2,1 L= ）のデータは、

 というようにベクトルの形をとる。そして、

これらのベクトル全てに最も良く当てはまるような教育生産関数の形を割り出す。具体

的 に は 、 教 育 生 産 関 数 に よ る 予 測 値 （ 理 論 値 ） を 

 とすると、実測値（観測値） と

( iiiiiiiii CIEFPLTSA

iiiiiii gEfFePdLcTbSaA ++++++=ˆ

)

ii jChI ++ iA
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予測値 の差である残差（回帰残差）  が小さいほど、教育生産関数が実際

のデータに良く当てはまっていることになるので、残差の２乗の和  が最も小さく

なるような a、b、c、d、e、f、g、h、J（回帰係数）の値を推定するという最小２乗法が

用いられる。 

iÂ iii AAe ˆ−=

∑
=

n

i
ie

1

2

  回帰分析で推定された教育生産関数を用いると、学級規模 Cの値を変化させると能力 A

の値がどれだけ変化するかが全て分かるように思えるが、そうではない。例えば、収集

されたデータが学級規模で 20～40 人のものである場合、それらのデータから推計された

教育生産関数を用いて、20 人未満に学級規模を縮小した場合や 40 人超に学級規模を拡大

した場合の教育効果を推計する（外挿する）ことは危険である。20 人未満や 40 人超にな

ると教育生産関数の形が変わるかもしれないからである。回帰分析の結果は、収集され

たデータから見える範囲内での現実もどきのものを示しているに過ぎないのである。比

喩的に言えば、目に見える部分が直線だからと言って、全体が直線であるとは限らない、

目に見えない部分で突然、折れ曲がっているかもしれないということである。 

  
９．学級規模縮小の費用対効果の推計方法 

  小学校の学級規模を 40 人から 20 人に縮小する場合に、1年単位での費用対効果を推計

するという例で説明する。 

  先ず、「費用」について考える。 

学級規模を 40 人から 20 人に縮小すると、学級の数が約 2倍になるので、教員数を約 2

倍に増やさなければならなくなり、人件費が約 2 倍に増加するということになりそうで

あるが、年功賃金になっている場合には、話は複雑になる。現在の教員の年齢構成を維

持できるように、教員を採用すれば、人件費は約 2 倍になる。しかし、実際には、若年

者からの採用が多いということになりそうなので、当面は、人件費の増加が 2 倍よりも

少なくてすむが、新採用者の高齢化とともに、人件費は増加していき、いずれは、2倍よ

りも大きくなる。この場合、どの時点の人件費を、「費用」と考えるべきかという問題が

起こる。費用対効果を大きく推計したいという意図が働いている場合には、若年者から

の採用が多くなるから、人件費の増加は 2 倍よりも小さくなると推計して、将来の人件

費の増加を無視することになるであろう。 

教員数を約 2 倍にする場合、現在の教員資格（教育職員免許状）保有者数と教員養成

数で足りるかという問題も生じる。教員養成数が足りない場合には、教員養成数を増や

すための費用が必要になる。 

学級の数を約 2 倍にすると、教室の数を約 2 倍にしなければならないので、校舎の改

築・増築のための費用や設備の購入のための費用が必要になる。改築・増築のための費

用の推計では、校舎の耐用年数を考慮して、1年間に必要な費用を推計することになるの
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で、既存の校舎の耐用年数次第で、必要な費用が大きく変わってくる。設備に関しても、

耐用年数を考慮して、1年間に必要な費用を推計する必要がある。 

次に「効果」について考える。 

一般に期待される学級規模縮小の効果は、学力の向上と生徒指導の充実であるが、生

徒指導の充実度の測定と数量化は困難である。客観的に測定できるのは、暴力行為、い

じめ、不登校の件数程度であり、後は、教員や児童の主観的評価に頼らざるを得ない。

そのため、学級規模縮小の効果に関する既存の調査研究（教員の主観的評価に頼った調

査研究は別）は、学力の向上のみに着目したものがほとんどである。 

単純に考えれば、今ある 40 人学級と 20 人学級で、学力試験を実施して平均成績を比

較すれば、その差が学級規模縮小による学力向上効果（あるいは、学力低下効果）であ

るということになるように思えるが、話はそう簡単ではない。40人学級と20人学級では、

教員の能力、指導方法、児童がそれまでに受けてきた教育内容、自学自習の質と量、仲

間集団からの影響、家庭環境、生得的な能力・気質などに違いがあり、これらの要因が

学力に影響している可能性があるからである。 

( ) ( 402040204020 uuSSbAA −+−=− &&&&&& ) は

は

  （この場合の S&& 40 人学級における調査時

点での教育、 2S&&& 20 人学級における調査

時点での教育） 

40
&

0

 という分析をしてはならないのである。 

  教員の能力、指導方法、児童がそれまでに受けてきた教育内容、自学自習の質と量、

仲間集団からの影響、家庭環境、生得的な能力・気質などに関するデータが全て入手可

能であれば、既存のデータを統計分析して、教育生産関数を推計することにより、学級

規模を 40 人から 20 人に縮小した場合の効果をかなり正確に割り出すことができる。し

かし、プライバシー、測定方法、数量化の方法などの問題から、これらのデータはほと

んど入手できないというのが現実である。これらのデータが入手できないのであれば、

これらの要因による影響が無視できるような状態で、40 人学級と 20 人学級の学力を比較

する必要がある。これらの要因による影響が無視できるような状態を人為的に作り出す

のが「7.実験」で説明した実験であり、これらの要因による影響が無視できるような状

態が制度的に生まれる機会を利用するのが「8.準実験的な方法」で説明した

“Regression-discontinuity design”である。 
  「7.実験」で述べたように、日本では、教育に関する厳密な実験を行うことは不可能

に近いので、“Regression-discontinuity design”を用いるのが最も良い方法であるとい

うことになる。ただし、2001 年度からの学級編制の弾力化によって、意図的に少人数学

級化や少人数指導（少人数の学習集団をつくる方法）ができるようになったことが、

“Regression-discontinuity design”を用いた調査分析にバイアスを与える可能性がある。 
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  なお、学級規模縮小による学力向上効果（あるいは、学力低下効果）があらわれるに

は、どの程度の時間がかかるのか、また、どの程度、継続するのかという問題がある。

この問題を解明するためには、長期にわたる個人単位での追跡調査が必要である。また、

費用便益分析を行うためには、学級規模縮小による学力向上効果の価値を金銭に換算し

なければならないが、「3.学力と所得の関係」で述べたように、日本には、児童・生徒の

学業成績と仕事に就いた後の所得との関係を正確に調べた調査研究が存在しないので、

金銭への換算は無理である。 

 

10．教員の能力向上策の費用対効果の推計方法 

 (1) 教員の能力 

先ず、教員の能力とは何か、どのようにして計測するのかという問題がある。教育は

陶冶（知識・技能の習得）と訓育（道徳性・社会的行動様式の形成）による児童・生徒

の「全人格の発達」を目指すものだとすると、児童・生徒の「全人格の発達」を支援す

る能力が教員の能力であるということになる。しかし、「2.教育の効果」で述べたように

「全人格の発達」の全てを数量化することはできないので、教員の能力向上策の費用対

効果の推計では、児童生徒の学力をどの程度向上させることができるかが、教員の能力

であるとせざるを得ない。児童生徒の学力をどの程度向上させることができるかが、教

員の能力であるとしても、その能力そのものを計測することは不可能に近い。どのよう

な能力がどの程度、児童生徒の学力向上に有益であるのかが分からないからである。 

文部省教育職員養成審議会の『養成と採用・研修との連携の円滑化について（第 3 次

答申）』（1999 年 12 月 10 日）は、「昭和 62 年 12 月 18 日付け本審議会答申「教員の資質

能力の向上方策等について」……において示されているとおり，教育者としての使命感，

人間の成長・発達についての深い理解，幼児・児童・生徒に対する教育的愛情，教科等

に関する専門的知識，広く豊かな教養，そしてこれらを基盤とした実践的指導力といっ

た能力がいつの時代にも教員に求められる資質能力であると考える」と述べているが、

これらの資質能力と児童生徒の「全人格の発達」との因果関係も寄与度も明らかではな

い。「教育者としての使命感」や「教育的愛情」に溢れていても、使命感や愛情が空回り

するだけで、児童・生徒の学力を向上させることができなければ、その教員は無能と言

うべきであろう。そもそも、使命感や愛情を客観的に計測する方法がない。「広く豊かな

教養」の具体的内容が明らかではない。児童・生徒の「全人格の発達」を支援するため

に必要な教養とは何かを明らかにすることが必要であるが、そのためには大量のデータ

を集めて緻密な調査分析を行う必要があり、容易なことではない。結局、教員の能力は、

児童・生徒の学力をどの程度向上させたのかという実績に基づいて計測するしかない。

児童・生徒の学力を向上させたという実績こそが「実践的指導力」の客観的な証拠であ

る。 
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 (2) 教育生産関数の修正 

教員の能力を児童・生徒の学力をどの程度向上させたのかという実績に基づいて計測

するためには、教員の能力を説明変数の一つとした教育生産関数（「第 2回 教育経済学

の基本 9.教育生産関数」参照）を用いることが有益である。 

( ) uhIgEfFePdLcTSSBbaA iiti +++++++−+= +∑ 1   (11-1) 

 ここで、 は、第 i期（時点 iから時点(i+1)の直前まで）の教育を担当した教員 tの

能力で、 ( は、第 i期の学校教育である。第 i期の学校教育が児童生徒の学力 A

の向上に与える影響は、第 i期の教育を担当した教員の能力に左右されるという趣旨で

ある。 であれば、学力の向上は標準的なものであるが、 であれば、学力の

向上は標準を上回り、 であれば、学力の向上は標準を下回る。児童・生徒の生得

的な能力・気質 Iは変化しないと仮定すると、(11-1)式から、第 i期の教育を担当した

教員 tの能力は、 

tiB

iS +

=ti

)iS−1

1B 1ftiB
1ptiB

  ( )
( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ⎥
⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−−−−−−

−−−−−−−

−
=

+++

++++

+ iiiiii

iiiiiiii

ii
ti uuEEgFFf

PPeLLdTTcAA
SSb

B
111

1111

1

1
   (11-2) 

 となる。 

なお、「第 2 回 教育経済学の基本 9.教育生産関数」で述べた、教育生産関数が線形

関数であると仮定することの問題点に注意する必要がある。特に、学校教育 S の効果は

家庭環境 F や児童・生徒の生得的な能力・気質 I などに影響されるという関係がある

（ ）のではないかということが問題である。( IFfb ,= ) ( )IFfb ,= であるとすると、家

庭環境 F や生得的な能力・気質 I に恵まれた児童・生徒の教育を担当した教員の能力が

過大評価され、家庭環境 F や生得的な能力・気質 I に恵まれない児童生徒の教育を担当

した教員の能力が過小評価される危険性がある。 (11-2)式は不完全な教育生産関数に基

づいているため、不完全なものなのである。 

また、「第 2 回 教育経済学の基本 10.回帰分析」で述べたように、児童・生徒の学校

外教育 T、自学自習 L、仲間集団の影響 P、家庭環境 F に関するデータは、その一部しか

入手できないというのが現実である。各種データの入手が困難な状況では、学校外教育 T、
自学自習 L、仲間集団の影響 P、家庭環境 F、社会環境 E の影響を無視した 

( ) ( ) ([ ]iiii
ii

ti uuAA
SSb

B −−−
−

= ++
+

11
1

1 )  

 というような粗雑な分析が行われる危険性がある。このような粗雑な分析では、学力向

上に有利な状況にある児童生徒の教育を担当した教員の能力が過大評価され、学力向上

に不利な状況にある児童生徒の教育を担当した教員の能力が過小評価されてしまう。 

ただし、学級への児童・生徒の割り振りが無作為になされているのであれば、各学級

の児童生徒の学校外教育 T、自学自習 L、仲間集団の影響 P、家庭環境 F、社会環境 E が
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ほぼ等しくなるので、同一学校内での教員の能力の相対評価としては妥当性がある。例

えば、同一学校の同一学年内で、児童・生徒の学級への割り振りが無作為になされてい

れば、学級αと学級βでは、 、iA ( )ii SS −+1 、 ( )ii TT −+1 、 ( )ii LL −+1 、 、

、 ( )
( )ii PP −+1

( )ii FF −+1 ii EE −+1 、  がほぼ等しくなるので、 ( −+1 )ii uu

( ) ( )

( )ii

ii

SSb
AA

BB
−

−
≈−

+

++

1

11 βα
βα     (11-3) 

 となり、学級αと学級βの第(i+1)期での成績差から、学級αを担当した教員の能力 と

学級βを担当した教員の能力 の差を推計することができる。ただし、分かるのは教員

間の能力の相対的な差（相対評価）だけであり、教員が児童・生徒の学力向上にどれだ

け貢献したのか（絶対評価）、寄与の割合はどれだけかは分からない。教員の能力に偏差

値を付けて、偏差値で 10 違うと 1年間の教育で児童・生徒の学力が偏差値で 1違ってく

るというようなことは示せるが、偏差値 50 の教員が児童・生徒の学力向上にどの程度貢

献しているかは分からないということである。偏差値 50 の教員が担当した学級の学力向

上の度合い（例えば、1年間の教育で偏差値が 5違ってくるというようなこと）を測定す

ることはできるが、その値から、学校外教育 T、自学自習 L、仲間集団の影響 P、家庭環

境 F、社会環境 E の影響を除去して、教員の貢献だけを抽出すること（例えば、偏差値 5
のうち、教員の貢献は 2 であって、残り 3 は他の要因の影響によるものであると示すよ

うなこと）ができないのである。 

αB

βB

なお、事前の学力テストの点数において、各学級が同レベルであっても、児童・生徒

の学校外教育 T、自学自習 L、仲間集団の影響 P、家庭環境 F、社会環境 E、生得的な能

力・気質 I に違いがあれば、その後の学力の伸びが違ってくるので、各学級への児童・生

徒の割り振りが無作為になされた場合と同等とみなしてはならない。 

  教員間の能力の相対的な差しか分からなくても、それを用いて、教員の能力向上策の

費用対効果を分析することはできる。ある施策の実施によって、教員の能力を偏差値で

10 引き上げることができれば、児童・生徒の学力向上の度合いが 10%向上するというよ

うなことが分かるからである。 

しかし、教員を雇うこと自体の費用便益分析、端的に言うと、教員が給料以上の働き

をしているのか、それとも、給料以下の働きしかしていないのかを知るためには、教員

が児童・生徒の学力向上にどれだけ貢献したのか、寄与の割合はどれだけかという絶対

評価が必要である。統計分析で、教員が児童生徒の学力向上にどれだけ貢献したのかを

割り出すためには、児童・生徒の学校外教育 T、自学自習 L、仲間集団の影響 P、家庭環

境 F、社会環境 E、生得的な能力・気質 Iに関する完全なデータが必要であり、そのよう

なデータの収集は不可能に近い。実験で、教員が児童・生徒の学力向上にどれだけ貢献

したのかを割り出そうとすると、教師による教育を行わない（つまり、自習する）学級

と教師による教育を行う学級に児童・生徒を無作為に割り振り、1年後の成績を比較する
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というような非人道的なことをすることになってしまう。非人道的な実験を強行しても、

保護者は児童・生徒を転校させたり、学習塾に通わせたりするなどの対抗手段をとって、

大きなバイアスが生じてしまい、実験にならないだろう。費用便益分析で教員の給料の

適正水準を割り出すことは、理論的には可能だが、現実には不可能ということである。 

 

 (3) 教員能力生産関数 

教員の能力の向上方策の効果を推計するために、教員能力生産関数というものを考え

てみる。教員の能力を B、教員が受けてきた学校教育を 、教員経験を X、教員が受けて

きた研修を W、自己研鑽を 、職場環境を 、家庭環境を 、社会環境を 、教員の

生得的な能力・気質を 、観察できない、あるいは、未知の要因（攪乱項、誤差項）を

εとすると、 

TS

TL TP TF TE

TI

( ) ε+= TTTTTT IEFPLWXSfB ,,,,,,,    (11-4) 

 単純化のために、線形関数であると仮定すると、 

εκιηγφδχβα +++++++++= TTTTTT IEFPLWXSB   (11-5) 

（ただし、α、β、χ、δ、φ、γ、η、ι、κは定数） 

理論的には、(11-5)式を用いて教員の能力に影響を及ぼす要因を変化させた時、例え

ば、教員資格を取得するために必要な教育年数を延ばしたり、教員に対する研修を増や

したりした時にどのような効果があるかを推計することになる。しかし、教員の生得的

な能力・気質 に関するデータの入手は不可能に近く、教員の自己研鑽 、職場環境 、

家庭環境 に関するデータはその一部しか入手できないというのが現実である。「9.統

計分析」で述べたように、Value Added モデルを使えば、時間を通じて変化しない属性

による影響（固定効果、個人効果等と呼ばれる）を除去できるので、時点１と時点２を

比較して、 

TI TL TP

TF

( ) ( ) ( ) ( ) (
( ) ( ) ( )121212

121212121212

εειη
)γφδχβα

−+−+−+
−+−+−+−+−+=−

TTTT

TTTTTT

EEFF
PPLLWWXXSSBB

 

(11-6) 

 とすると、生得的な能力・気質 の影響を無視できるようになる。 TI
しかし、このような単純な線形関数を用いることには、教育生産関数に線形関数を用

いた場合と同様の問題がある（「第 2回 教育経済学の基本 9.教育生産関数」参照）。第

一に、α、β、χ、δ、φ、γ、η、ι、κの値は、個人毎に異なるのではないかとい

う問題がある。例えば、学校教育 、教員経験 X、研修 W、自己研鑽 の効果は職場環

境 、家庭環境 、生得的な能力・気質 などに影響されるという関係がある

（

TS TL

TP
=

TF TI
( )TT IFf ,β 、 ( )TT IPf ,=χ 、 ( )TPf TI,=δ 、 ( )TTT IFPf ,,=φ ）のではないかと

いうことである。α、β、χ、δ、φ、γ、η、ι、κの値が個人毎に異なると、実験

や統計分析によって、上述の形の教員の能力の生産関数を推計しても、それは、実験対

象や調査対象になった教員の中で平均的な教員に適用できるものに過ぎず、平均から外
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れた教員には適用できないことになる。第二に、研修 Xの量が職場環境 、家庭環境 、

社会環境 、生得的な能力・気質 の影響を受けたり（

TP TF

TE TI ( )TTT IEPfT ,, TF ,= ）、自己

研鑽 の量が、研修 W、職場環境 、家庭環境 、個人の生得的な能力・気質 など

の影響を受けたり（ ）するというように、要因（説明変数）同士

に影響関係があるのではないかという問題がある。第三に、学校教育 を増やせば（教

員資格取得のために必要な教育年数を延ばせば、ということ）、それに比例して、教員の

能力が向上するというような線形性が本当にあるのかという疑問がある。学校教育を増

やしていくと、次第に一単位当たりの学校教育 の効果が増えたり（収穫逓増）、減った

り（収穫逓減）するというような非線形の関係があるのでないかということである。研

修 W、自己研鑽 についても同様である。なお、Steven G. Rivkin、Eric A. Hanushek、
John F. Kain は“Teachers, Schools, and Academic Achievement”で、修士の学位の有

無は教員の能力とは無関係であることと、教員経験が教員の能力を向上させる働きは

1 年目が大きく、2 年目以降は小さくなり、3 年経過後にはほとんどなくなることを

指摘している（「12．教員の能力が児童生徒に与える影響についての調査研究の動向」

参照）。 

TL TP
( TF,

TF
)

TS

T

TL

I

TT IPWfL ,,=

TF TE

T

TS

TL

つまり、教員能力生産関数は非線形の連立方程式にすべきであり、しかも、全ての教

員に適用できる教員能力生産関数にするためには、非常に複雑な形のものになるという

ことである。しかし、現時点では、教員の能力 B、学校教育 、研修 W、自己研鑽 、

職場環境 、家庭環境 、社会環境 、生得的な能力・気質 の関係について判明し

ていることは非常に少ないので、具体的にどのような教員能力生産関数にすれば良いの

かは分からない。「7.実験」と「9.統計分析」で述べたように、教育分野では、実験を行

うことは極めて困難であり、個人別の正確なデータ、特に時系列のデータや生得的な能

力に関するデータの入手も非常に困難なので、正確な形の教員能力生産関数を割り出す

ことは不可能に近い。教育分野では正確なデータの入手が非常に困難であるという現状

からすれば、単純な教員能力生産関数を用いた分析に甘んじざるを得ないであろう。 

TS

TITP

 

 (4) 研修の効果 

ある研修 Y の効果を実験によって確かめる方法を説明する。多数の教員を無作為に研

修 Y を受ける実験群 a と研修 Y を受けない統制群ｂに振り分ける。無作為に振り分けた

結果、実験群 a と統制群 b では、研修 Y 以外の研修の平均値W TS、学校教育の平均値 、

自己研鑽の平均値 TL 、職場環境の平均値 TP 、家庭環境の平均値 TF 、社会環境の平均値

TE 、生得的な能力・気質の平均値 TI 攪乱項（観察できない、あるいは未知の要因）ε

はほぼ等しくなるので、 

、

aTaTaTaTaTaaaTaa YIEFPLWXSB ελκιηγφδχβα ++++++++++=  
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bTbTbTbTbTbbbTbb IEFPLWXSB εκιηγφδχβα +++++++++=  

 から、 

  YBB ba λ≈−   (11-7) 

となり、研修 Y の効果だけを計測できるようになる。 

次に、 aB と bB を計測する必要がある。無作為に選んだ学校に、実験群 a と統制群ｂ

の教員の分布が均等になるように、各学校の学級数に比例した人数を無作為に割り振る。

例えば、学級数４の学校には、実験群 a から１名、統制群 b から１名割り振り、学級数 8
の学校には、実験群 a から 2 名、統制群 b から 2 名割り振り、学級数 12 の学校には、実

験群 a から 3 名、統制群 b から 3 名割り振るようにするということである。各学校では、

児童生徒を無作為に学級に割り振り、それらの学級に実験群 a の教員と統制群ｂの教員

を無作為に割り振り、1 年間ほど授業を行わせた後（能力を計測する期間が 1年間で良い

のかという問題がある。長期間経過後に効果が表れてくる教育があるかもしれないから

である）、児童生徒の成績を共通の学力テストによって測定する。実験群 aが担当した学

級の平均成績を ( )1+iaA とし、統制群 bが担当した学級の平均成績を ( )1+ibA とする。実験群

a と統制群ｂの教員の分布が均等になるように、各学校の学級数に比例した人数を無作為

に割り振り、各学校で児童生徒を無作為に学級に割り振った結果、実験群 a が担当する

学級と統制群 b が担当する学級の児童生徒の学校教育 S、学校外教育 T、自学自習 L、仲

間集団の影響 P、家庭環境 F、社会環境 E がほぼ等しくなるので、(11-3)式が成り立ち、 

( ) ( )

( )ii

ibia
ba SSb

AA
BB

−

−
≈−

+

++

1

11
  (11-8) 

 となり、(11-7)式を代入して、 

( ) ( )

( )ii

ibia

SSb
AA

Y
−

−
≈

+

++

1

11λ   (11-9) 

となる。 ( )ii SSb −+1  は、平均的な学校における 1年間の教育であるから、平均的な学校

において教員に対して研修 Y を行うと、児童生徒の学力が ( ) ( )( )11 ++ − ibia AA 向上するとい

うことである。 

 費用便益分析を行うためには、 ( ) ( )( )11 ++ − ibia AA という児童生徒の学力向上の価値を金
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銭に換算しなければならないが、「3.学力と所得の関係」で述べたように、日本には、生

徒の学業成績と仕事に就いた後の所得との関係を正確に調べた調査研究が存在しないの

で、金銭への換算は無理である。 

 

(5) 教職大学院での教育の費用対効果 

 教職大学院での教育の費用対効果も同様の方法の実験で推計することができるが、現

職教員に教職大学院での教育を行う実験と、教員未経験者に教職大学院での教育を行う

実験に分けて考える必要がある。以下の説明では小学校の教員を例にする。 

現職教員に対する実験の場合には、先ず、実験を実施する都道府県を無作為にいくつ

か選ぶ。選ばれた都道府県は、実験対象者になる教員を無作為に選び出す。実験対象者

に本人が選んだ教職大学院の入学試験を受けさせ、合格しなかった者は実験対象者から

外す。次に、合格した実験対象者を教職大学院に行く実験群と行かない統制群に無作為

に振り分け、実験群を合格した教職大学院に行かせる。教職大学院での教育で落第した

者は、実験群から外す。教職大学院での実験群の教育終了後に、無作為に選んだ小学校

に、実験群と統制群の教員の分布が均等になるように、各学校の学級数に比例した人数

を無作為に割り振る。例えば、学級数４の学校には、実験群と統制群から１名ずつ割り

振り、学級数 8 の学校には、実験群と統制群から 2 名ずつ割り振り、学級数 12 の学校に

は、実験群と統制群から 3 名ずつ割り振るようにするということである。各学校では、

児童生徒を無作為に学級に割り振り、それらの学級に実験群の教員と統制群の教員を無

作為に割り振り、1 年間ほど授業を行わせた後、児童生徒の成績を共通の学力テストによ

って測定する。実験群が担当した学級の平均成績と統制群が担当した教員の平均成績の

差が、教職大学院での 2 年間の教育の効果と 2 年間の実務経験の効果の差となる。 
 教員未経験者に対する実験の場合には、先ず、実験を実施する都道府県を無作為にい

くつか選ぶ。選ばれた都道府県は、教員志望者に対して教員採用試験を行い、合格者の

中から無作為に実験対象者を選び出す。実験対象者に本人が選んだ教職大学院の入学試

験を受けさせ、合格しなかった者は実験対象から外す。次に、実験対象者を無作為に教

職大学院に行く実験群と行かない統制群に振り分け、実験群を合格した教職大学院に行

かせ、教職大学院での教育終了後に実験群を教員として採用し、無作為に選んだ小学校

で 3 年間、教育を担当させる。教職大学院での教育で落第した者は、実験群から外す。

統制群は教員として採用し、無作為に選んだ小学校で 5年間、教育を担当させる。5年経

過後に、無作為に選んだ小学校に、実験群と統制群の教員の分布が均等になるように、

各学校の学級数に比例した人数を無作為に割り振る。各学校では、児童生徒を無作為に

学級に割り振り、それらの学級に実験群の教員と統制群の教員を無作為に割り振り、1 年

間ほど授業を行わせた後、児童生徒の成績を共通の学力テストによって測定する。実験

群が担当した学級の平均成績と統制群が担当した教員の平均成績の差が、教職大学院で

の 2 年間の教育の効果と 2 年間の実務経験の効果の差となる。なお、実験群に 3 年間の
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実務経験をさせてから、能力を計測するのは、Steven G. Rivkin、Eric A. Hanushek、
John F. Kain が“Teachers, Schools, and Academic Achievement”で、教員経験が教員

の能力を向上させる働きは 1 年目が大きく、2 年目以降は小さくなり、3 年経過後に

はほとんどなくなると指摘していることを踏まえたものである。 
これらの実験には多くの問題がある。実験対象になるかならないか、また、教職大学

院に行くか行かないかを無作為で決める（例えば、抽選で決める）ことに対する抵抗は、

非常に強いと思われる。教職大学院の学費とその間の生活費を誰が負担するのかという

問題もある。実験をスムーズに行うためには、実験の実施者が教職大学院の学費とその

間の生活費を負担することが必要であろう。そうすると、実験に要する費用が相当な金

額になってしまう。また、実験期間中に教員が不足する、教職大学院への入学希望者が

急増・急減する、入学辞退者が増えるという問題もある。これらの影響を小さくするた

めには、実験規模を小さくする必要があるが、実験規模が小さ過ぎると、信頼性が低下

する。実験に 3 年または６年という期間を要するという問題もあるが、これはどうしよ

うもない。実験対象者の授業を受ける児童やその保護者から不満が出る可能性もある。

以上述べたような問題があることからすると、実験を行うことは不可能に近いであろう。 

次に、準実験的な方法を考えてみる。先ず、準実験を実施する都道府県を無作為でい

くつか選ぶ。選ばれた都道府県は、教職大学院を終了しているか否か以外の属性の分布

が、当該都道府県内の教員の属性の分布とほぼ等しくなるように、教職大学院を修了し

た教員のグループ A と、教職大学院に行ったことがない教員のグループ B を作る。しか

し、教員の属性で調査可能なことは少ないので、同じ大学の同じ学部を卒業している者

の割合が同じであるとか、教員経験年数（教職大学院修了者については、教員経験年数

に 2 年プラスする）の分布が同じであるとかいう程度のことしかできないであろう。そ

のため、準実験による教職大学院の教育の効果の推計はかなり不正確なものになる。そ

もそも、教職大学院は 2008 年度にできたばかりなので、教職大学院修了者の数が少なく、

グループ A の教員の属性の分布を当該都道府県内の教員の属性の分布とほぼ等しくなる

ようにするというのには無理があると思う。準実験の精度が落ちるが、グループ A の教

員の属性の分布とほぼ等しくなるようにグループ B を作るという方法を取らざるを得な

いであろう。次に、無作為に選んだ小学校に、グループ A とグループ B の教員の分布が

均等になるように、各学校の学級数に比例した人数を無作為に割り振る。各学校では、

児童生徒を無作為に学級に割り振り、それらの学級にグループ A の教員とグループ B の

教員を無作為に割り振り、1 年間ほど授業を行わせた後、児童生徒の成績を共通の学力テ

ストによって測定する。グループ A が担当した学級の平均成績とグループ B が担当した

教員の平均成績の差が、教職大学院での 2 年間の教育の効果と 2 年間の実務経験の効果

の差となる。 

なお、教員の能力 B、自己研鑽 、職場環境 、家庭環境 、生得的な能力・気質

に関する網羅的で正確なデータと児童生徒の能力 A（正確な統計分析のためには、全国共

TL TP TF TI
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通のテストの個人別の成績が必要である）、学校外教育 T、自学自習 L、仲間集団 P、家庭

環境F、生得的な能力・気質Iに関する網羅的で正確なデータの入手は不可能に近いので、

統計分析では、教職大学院の教育の効果のまともな推計はできない。入手容易だが不完

全で不正確なデータに基づいて統計分析を行っても、不正確な推計結果が出るだけで、

害悪にしかならない。 

  次に費用の推計であるが、教職大学院の教育費用の推計には困難を伴う。個人が払う

学費だけでは不十分で、公的補助や学部から大学院への内部補助、そして放棄所得（教

職大学院に入学すれば、大学を卒業して直ぐに就職していれば得られていたであろう 2
年間の賃金を得ることができない）を含める必要がある。大学全体への公的補助から、

どのようにして、教職大学院分を切り分け、教育費用と研究費用を分離するのかという

のは難問である。例えば、大学院と学部の両方を担当している教員の人件費をどのよう

にして切り分けるのか。担当コマ数で切り分けるのか。管理費（事務費）をどのように

割り振るのか。大学院と学部で施設・設備を共用している場合にはどのようにして費用

を切り分けるのか。利用時間で切り分けるのか。国立大学法人や学校法人が公開してい

る財務諸表、計算書類のみから教職大学院の教育費用を計算することは不可能であるの

で、国立大学法人や学校法人の協力を得る必要がある。放棄所得に関しては、大学学部

卒業後に教員経験なしに教職大学院に進学した者に関しては、大学卒業後直ぐに教員に

なった場合の 1 年目と 2 年目の給料ということになる。現職教員が教育委員会から派遣

されて教職大学院に行く場合は、教育委員会がその間支払った給料を教育費用に加える

必要があるが、経験年数によって給料に差があるので、どの人を基準にして計算するの

かは難問である。 

 

11．学級規模縮小の効果に関する調査研究の動向 

 (1) 実験 
1985 年~1989 年にアメリカのテネシー州で、「STAR プロジェクト」（the Tennessee 

Student/Teacher Achievement Ratio experiment、略して、Project STAR）という、学

級規模縮小の効果に関する実験が行われた。STAR プロジェクトでは、参加校の児童を、

幼稚園（日本の幼稚園での年長組に相当）から小学校 3 年生になるまでの 4 年間、13~17
人の少人数学級、22~26 人の通常規模学級、常勤の補助教員付きの通常規模学級の 3 種

類に無作為に振り分け（どの学校に入るかは無作為ではなく、特定の学校内のどの学級

に入るかが無作為であるということ）、それぞれの学級に教員を無作為に割り当て、同じ

カリキュラムで教育を行い、学業成績（毎年 3 月末か 4 月はじめに行われる読解、言語

認識、算数に関する標準化されたテストで測定）が調査された。少人数学級と常勤の補

助教員付きの通常規模学級が実験群、通常規模学級が統制群ということになる。教員に

特別な訓練を施すことはなく、カリキュラムは特別なものではなく、通常のものが使わ

れた。調査期間終了後、児童は通常規模の学級に戻されたが、その後も学業成績等の追
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跡調査が行われた（the Lasting Benefits Study）。1 年目の参加校は 79 校で、参加児童

は 6,324 人、2 年目の参加校は 76 校で、参加児童は 6,829 人、3 年目の参加校は 75 校で、

参加児童は 6,840 人、4 年目の参加校は 75 校で、参加児童は 6,802 人である。調査の途

中で参加校に入学・転校してきた児童も調査対象に加え、他の学校に転校した児童は調

査対象から外したため、小学校 1 年生からの参加が 2,314 人、2 年生からの参加が 1,791
人、3 年生からの参加が 1,389 人いる。このため、最初に調査に参加した児童で、調査の

最後までいた児童は、48%である。 
（注）アメリカの小学校には、付属の幼稚園があるところが多い。 
STAR プロジェクトは実験の困難性を示している。無作為なクラス分けに父母から不満

が出て、不満をなだめるために、小学校 1 年生になるときに、通常規模学級と補助教員

付きの通常規模学級との間で無作為な入れ替えが行われた（ただし、少人数学級では入

れ替えは行われていない）。児童の行動上の問題や父母の不満から、約 10%の児童が学年

途中に少人数学級と通常規模学級の間を移動した。住民の転居の結果、実際には、少人

数学級は 11～20 人、通常規模学級は 15～30 人というサイズになってしまった。一部の

児童が他の公立学校や私立学校に転校した。これらのことから、実験群と統制群への振

り分けの無作為性が損なわれ、バイアスが生じてしまった。また、STAR プロジェクトの

実施には約 1,200 万ドルの経費を要した。 
STAR プロジェクトの調査結果に対しては評価が分かれている。 
Alan. B. Krueger は“Experimental Estimates of Education Production Functions”

で、STAR プロジェクトの調査結果を分析して、少人数学級の児童の成績は、初年度に 4
パーセンタイル分上昇し、その後、毎年 1 パーセンタイル分上昇した、この上昇は、マ

イノリティや低所得層（正確に言うと、給食費を免除されている児童）の児童で大きか

った、常勤の補助教員付きの通常規模学級には、学力向上の効果はほとんどなかった（た

だし、パートタイムの補助教員を頻繁に利用したので、このような結果になったのかも

しれない）と指摘している。パーセンタイルというのは、値の小さい方から大きい方へ

順番にデータを並べて、何パーセント目にあるかということである。また、少人数学級

に入ったことによる学力向上の効果は 1 年後にあらわれ、その後継続して少人数学級に

いても、より小さな学力向上効果しかないことから、低学年で少人数学級に入ると、そ

の後の学業達成のレベルを引き上げる、一回限りの「学校による社会化の効果」が働く

のではないかと指摘している。 
Alan. B. Krueger は、STAR プロジェクトのおおざっぱな費用便益分析も行っており、

少人数学級に 4 年間在籍することに要した 1 人当たりの費用は約 7,400 ドル（1999 年で

の価値に換算した金額）と推計され、少人数学級に 4 年間在籍したことによる学力向上

は約 0.22 標準偏差分（偏差値にすると、約 2.2）で、この学力向上による生涯賃金（20
歳から 65 歳まで働くと仮定）の増加は、現在価値（1999 年、実質利子率 3%で計算）に

換算して、男性で 9,603 ドル、女性で 7,851 ドルと推計されるとしている。なお、学力
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向上による賃金増加の推計には、Richard J. Murnane、John B. Willett、Frank Levy
が“The Growing Importance of Cognitive Skills in Wage Determination”で示してい

る調査結果によると、1980 年の時点で高校 3 年の数学の成績が 0.22 標準偏差分（偏差値

に換算すると、約 2.2）高いと、6 年後には、男性で 1.7%、女性で 2.4%高い賃金を得る

ことになるということを利用している。 
Alan. B. Krueger は“Understanding the magnitude and effect of class size on 

student achievement” （“Mishel, Lawrence and Richard Rothstein, eds., THE CLASS 
SIZE DEBATE.”所収）でも、STAR プロジェクトの費用便益分析を行っている。STAR
プロジェクトでは約 22 人から約 15 人に学級規模を縮小しており、1997-98 会計年度に

児童一人当たり教育支出は全米平均で 7,502 ドルなので、学級規模の縮小に要する 1 人

当たりの費用は 7,502 ドルの 15 分の 7 の 3,501 ドルになり（22 人学級でも 15 人学級で

も、一学級当たりに要するに費用は変わらないと仮定している）、STAR 計画で少人数学

級に属した児童の平均在籍年数は 2.3 年なので、1 年目と 2 年目に 3,501 ドルがそれぞれ

必要で、3年目に3,501ドルの30%が必要で、4年目には費用を要しないと仮定して、STAR
プロジェクトで少人数学級に在籍するために必要な費用を推計する。Richard J. 
Murnane、John B. Willett、Frank Levy などの研究結果から、数学または読解のいずれ

かの成績が偏差値で 10 高いと、所得が約 8%高くなること、及び STAR プロジェクトで

少人数学級に属した児童は数学と読解の成績が 0.2 標準偏差分（偏差値に換算すると、

2.0）高くなったことから、18 歳から 65 歳まで働いた場合の生涯賃金の増加、つまり、

便益を推計する。費用と便益は、実質利子率（＝名目利子率－物価上昇率）と実質賃金

上昇率に左右され、下表のようになる。 
 
                           （1998 年の現在価値に換算） 

実質利子率 
（割引率） 

費用 生涯賃金の増加額（つまり、便益） 
実質賃金上昇率 0%      1%      2% 

2% $7,787              $21,725       $31,478       $46,294 
3% 7,660               15,174        21,667        31,403  
4%  7,537               10,784        15,180        21,686 
5%  7,417                7,791        10,819        15,238 
6%  7,300                5,718         7,836        10,889 

 
なお、この費用便益分析では、学級規模が、テストでは計れない非認知的な能力に影

響を与え、所得に影響を与える可能性を無視している。また、外部性や、非経済的な便

益も無視している。 
Eric A. Hanushek は“Some Findings from an Independent Investigation of the 

Tennessee STAR Experiment and from Other Investigations of Class Size Effects”で、
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要約すると次のような指摘をしている。 
 
実験における不確実性とバイアスの可能性を無視しても、STAR プロジェクトは、か

なり大規模で費用のかかる学級規模の縮小を幼稚園または小学校 1 年で行った場合に

効果があることを示しているに過ぎず、小学校 2 年生以降でも効果があるかどうかに

ついてや、STAR プロジェクト以上の学級規模の縮小を行った場合にどのような効果が

あるかについては何も示していない。 
STAR プロジェクトの無作為性にはいくつかの問題があり、バイアスが生じている可

能性がある。第一に、参加校は自ら希望した学校であり、無作為には選ばれていない。

少人数学級、通常規模学級、常勤の補助教員付きの通常規模学級の 3 種類の学級を作

ることができない小規模校は参加できない。テネシー州の公立学校では児童の 23%が

黒人であるが、参加校では児童の 33%が黒人である。低所得層やマイノリティは、学

級規模の大小の影響を受けやすいので、学級規模縮小の効果は、対象児童の構成の影

響を受ける。第二に、教員配置は無作為になされたとされているが、具体的にどのよ

うな方法で配置されたのかに関しては、ほとんど説明がない。Alan. B. Krueger は

“Experimental Estimates of Education Production Functions (Working Paper 
1977)”で、人種、経験年数、学位のチェックによって、教員配置に偏りがないと指摘

しているが、人種、経験年数、学位だけでは教員の質は分からないので、教員配置に

偏りがないとは言えない。第三に、毎年、20～30%の児童が転校等で調査対象から外

れている。第四に、毎年、9～12%の児童が、通常規模学級から少人数学級に移ってい

るが、少人数学級から通常規模学級に移った児童は 1～2%に過ぎない。校長が、自分

の子どもを少人数学級に入れて欲しいという父母の圧力にさらされていたことを示唆

している。第五に、毎年、児童の 3～12%が標準化されたテストを受けていない。第六

に、教員や校長は、少人数学級で成果を示して欲しいとの期待にさらされていた。な

お、Eric A. Hanushek は“Evidence, politics, and the class size debate”で、参加校

は費用の一部を自己負担しなければならなかったという問題もあったことを指摘して

いる。 
下表に、全児童と、最初から調査に参加して最後までいた 48%の児童（4 年間継続

して調査に参加した児童）の平均成績を示す。 
 

全児童                              （偏差値） 
 幼稚園

読解 
幼稚園

算数 
1 年 
読解 

１年 
算数 

2 年 
読解

2 年 
算数 

3 年 
読解 

3 年 
算数 

少人数学級 51.2  51.2 51.7 51.9 51.4 51.3 51.5 51.2 
通常規模学級 49.5  49.5 49.3 49.2 49.4 49.4 49.3 49.4 
差   1.7   1.7  2.3  2.6  2.0  1.9  2.2  1.8 
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   4 年間継続して調査に参加した児童                 （偏差値） 

 幼稚園

読解 
幼稚園

算数 
1 年 
読解 

１年 
算数 

2 年 
読解 

2 年 
算数 

3 年 
読解 

3 年 
算数 

少人数学級  53.8  54.0 54.1 54.4 53.4 53.2 53.2 52.9 
通常規模学級  51.9  52.0 52.6 52.2 52.3 52.0 51.8 51.9 
差   1.8   1.9  1.5  2.2  1.1  1.3  1.4  1.0 
Eric A. Hanushek は点数を標準得点（得点から平均値を引いて、標準偏差で割った

数字）で示しているが、それを偏差値に換算した（標準得点を 10 倍して、50 を加え

る）。 
 

4 年間継続して調査に参加した児童は、バイアスの影響を免れているので、これらの

児童について見ると、少人数学級と通常規模学級の学力差は、学年が進むにつれて、

縮小していることが分かる。少人数学級にいることに累積的な効果があるならば、学

力差は拡大していくはずである。この結果は、少人数学級には一回限りの効果しかな

いという見解と矛盾しない。少人数学級に居続けないと、効果が消えていく可能性も

ある。STAR プロジェクトの実験デザインでは、どちらが正しいかは分からない。“the 
Lasting Benefits Study”の小学校 6 年生時の報告書（1993 年）では、STAR プロジ

ェクト実施時に少人数学級にいた児童は、通常規模学級にいた児童に比べて、読解の

テストでは偏差値で 2.1、算数のテストでは偏差値で 1.6、それぞれ成績が良かったと

されているが、“the Lasting Benefits Study”の元データが公開されていないので、そ

れが本当かどうか分からない。 
幼稚園段階で、少人数学級の成績が通常規模学級と常勤の補助教員付きの通常規模

学級の成績を上回ったのは、79 校中 40 校に過ぎない。これは、学級規模以外の要因が

学力を決める上で重要であることを示している。 
 
STAR プロジェクト終了後の追跡調査（the Lasting Benefits Study）の結果は明快で

はない。 
Barbara Nye、Larry V. Hedges、Spyros Konstantopoulos は “The Long-Term Effects 

of Small Classes: A Five-Year Follow-up of the Tennessee Class Size Experiment”で、

“the Lasting Benefits Study”の結果を分析して、学級規模の縮小による学力向上の効

果は、4 年生になって通常規模学級に戻った後、減少するが、8 年生になっても、効果の

70%以上は残っていると指摘している。 
これに対し、Alan B. Krueger と Diane M. Whitmore は“The Effect of Attending a 

Small Class in the Early Grades on College-Test Taking and Middle School Test 
Results: Evidence from Project STAR”で、“the Lasting Benefits Study”の結果を分
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析して、4 年生になって通常規模学級に戻った後、8 年生になるまでに、学級規模の縮小

による学力向上の効果の少なくとも半分は消えると指摘している。また、少人数学級に

在籍した生徒は、アメリカの大学入学のための試験である ACT や SAT を受験する割合

が 2.7%高くなり、特にマイノリティや低所得層（正確に言うと、給食費を免除・減額さ

れている生徒）の生徒には影響が大きい。黒人の場合は、ACT または SAT を受験する割

合が 5.9%高くなる。少人数学級に在籍した生徒も、通常規模の学級に在籍した生徒も

ACTや SATでの成績の平均値はほぼ等しいが、少人数学級に在籍したことによってACT
や SAT を受験する人が増えることを考慮すれば、少人数学級に在籍したことによって、

0.１標準偏差分（偏差値に換算すると、1.0）高い成績（黒人の場合は、偏差値で 2.0～2.6
高い成績）を取っていると言えると述べている。 

 
 (2) 準実験的な方法 

準実験的な方法による調査研究では、1996～2000 年度（ウィスコンシン州の学校の年

度、1 学年は 10 月に始まり 5 月に終わる）に、アメリカのウィスコンシン州で実施され

た SAGE プログラム（the Student Achievement Guarantee in Education (SAGE) 
Program）が有名である。貧困レベル以下の家庭の子どもが多い学校 30 校を対象にし、

類似した世帯収入、読解の成績、人種構成の児童がいる学校 14～17 校と、幼稚園年長組

から小学 3 年生までの 4 年間、学業成績（プロジェクト開始時と各学年末に実施された

テストで測定）が比較された。SAGE プログラムでは、児童と教員を無作為に各学級に

割り当てることができず、準実験的なマッチング法がとられたということである（「8.準
実験的な方法」参照）。実験対象校には、貧困レベル以下の家庭の子どもが 50%以上いる

学校が 1 校以上ある学校区が、貧困レベル以下の家庭の子どもが 30%以上いる学校を 1
校選んで応募できるとされ（人口の多いミルウォーキー学校区のみ 10 校まで応募できる

とされた）、応募してきた学校は全て実験対象校に選ばれた。実験対象校には、低所得の

家庭の子ども一人当たり最大 2,000 ドルが支給された。実験対象校では、1996 年度に幼

稚園年長組と小学校 1 年生で、1997 年度に幼稚園年長組から小学校 2 年生まで、1998
年度以降は幼稚園年長組から小学校３年生まで、12～15 人の学級が編成され（児童と教

員の比率を 15 対 1 にすることを目的にしていたので、30 人以下の学級に教員 2 人など

のタイプもあった）、比較対照校での学級の規模は 21～25 人であった。 
SAGE プログラムの結果に関しては、University of Wisconsin–Milwaukee の“the 

SAGE Evaluation Team”（Alex Molnar、Philip Smith、John Zahorik 等）が、

“1997-98 Evaluation Results of The Student Achievement Guarantee in Education 
(SAGE) Program”、“1999-2000 Evaluation Results of The Student Achievement 
Guarantee in Education (SAGE) Program”、“2000-2001 Evaluation Results of The 
Student Achievement Guarantee in Education (SAGE) Program ”などで報告している。 

  これらの報告をまとめて、Phil Smith、Alex Molnar、John Zahorik は“Class Size 
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Reduction in Wisconsin: A Fresh Look at the Data”（Arizona State University の刊行

物の方）で、学級規模縮小による成績向上の効果は小学校 1 年生で現れ、2 年生、3 年生

でも維持された、つまり、2 年生、3 年生になっても、実験対象校と比較対照校の成績差

は広がることも縮まることもなかった、また、実験対象校では、アフリカ系アメリカ人

と白人との成績差が縮小していったが、比較対照校では成績差が拡大していったと述べ

ている。さらに、Phil Smith 等は、1997 年度に 1 年生になって、その後継続して SAGE
プログラムに参加した児童に対象を絞って、SAGE プログラムの結果を再分析して、次

のように指摘している。第一に、学級規模縮小の効果は、一般的な児童の 1 学年での成

長の 25～30%に相当する。第二に、学級規模縮小による成績向上の効果は、1 年生で現

れ、2 年生、3 年生でも維持されるが、SAGE プログラムが終わって、通常規模学級に戻

った後も維持されるかどうかは、利用可能なデータからは何とも言えない。第三に、少

人数学級の利益は全ての児童が受けるが、アフリカ系アメリカ人はより大きな利益を得

る。特に、学級内に社会経済的地位（SES）が上位（給食費の減額や免除を受けていない

児童を上位、減額されている児童を中位、免除されている児童を下位としている）の児

童がいると、その利益はさらに大きくなる。第四に、少人数学級には、アフリカ系アメ

リカ人と白人との成績差を、1 年生では縮小させ、2 年生、3 年生ではその拡大を防ぐ効

果がある。通常規模学級では、アフリカ系アメリカ人と白人との成績差は毎年、拡大し

ていった。第五に、少人数学級の欠席率の高い（1 年に 16 日以上欠席）児童の成績は、

通常規模学級の欠席率の低い（1 年での欠席が 5 日以下）児童の成績とほぼ同じなので、

学級規模の縮小は、貧困地域の児童は欠席率が高いため成績が低いという問題の対策に

なる。 
  SAGE プログラムでは、学級規模の縮小が教員や児童の行動に与える影響を調べるた

めに、教員へのアンケート調査、インタビュー、学級の観察なども行われた。この結果、

分かったことに関して、Phil Smith、Alex Molnar、John Zahorik は“Class Size 
Reduction in Wisconsin: A Fresh Look at the Data”（EDUCATINAL LEADERSHIP,
掲載の方）で、少人数学級の教員は、授業により多くの時間を使うようになり、児童個々

により多くの注意を払うようになり、児童のニーズや関心をより多く知るようになった、

また、学級の運営管理や事務的作業に使う時間が少なくなり、現場で、個別的な活動を

する時間が増えた、その結果、指導上の問題を抱えることが少なくなり、職務への満足

度が増したと述べている。 
赤林英夫氏と中村亮介氏は『学級規模縮小が学力に与えた効果の分析 －横浜市公開デ

ータにもとづく実証分析－』で、日本の義務教育段階の学級編制制度の非連続性を利用

して、学級規模縮小の学力向上効果の識別を行っている（“Regression-discontinuity 
design”による分析）。日本における学級規模は 40 人を標準とし（小学校 1 年生では 35
人）、学級規模は在籍児童生徒数に応じて決まるので、在籍児童生徒数が 40 人から 41 人
に変化すれば、学級規模は 40 人（１学級）から 20～21 人（2 学級）へと変化すること
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を利用したものである。分析の対象となったのは、横浜市への情報公開請求によって入

手した 2008～2009 年度の「横浜市学習状況調査」と 2007～2009 年度の「全国学力•

学習状況調査」の学校別平均正答率である。横浜市以外にも自治体独自の学力テスト結

果を求めて情報公開請求を行ったが、「過度な競争が生じるおそれ」などの理由により不

開示の決定がなされたとのことである。1 年間での変化を見る Value Added モデルによ

る分析の結果、1 学級あたりの児童生徒数が 1 人減ると、小学校 6 年生の国語の成績が

0.0112 標準偏差分（偏差値に換算すると、0.112）高くなること分かったが、小学校 6 年

生の算数及び中学校 3 年生の国語と数学では、統計的に有意な効果は観察されなかった

（学級規模と成績は無関係であるということ）。 
 
 (3) 統計分析 

1996 年 7 月、アメリカのカリフォルニア州で、学級規模の縮小を促進するための法律

が制定され、同年秋の学期始めから実施された。当時のカリフォルニア州の小学校の学

級規模は平均 29 人で、アメリカで一番大きかったが、この法律では、幼稚園年長組から

小学校 3 年生までの学級規模を 20 人以下にすることが目指され、そのために、学級規模

の縮小を行う学校区に対して、生徒 1 人あたり、1996 年度で 650 ドル、2004 年度で 928
ドル支給された（1998 年度までは教室を新設する際の補助金もあった）。この法律の実施

に要した総額は、1996 年度で約 10 億ドル、2003 年度で約 16 億ドルである。1996 年度

には、幼稚園年長組の 14%、小学校 1 年生の 88%、小学校 2 年生の 57%、小学校 3 年生

の 18%が小規模学級に属するようになり、1999 年度には、それぞれ、96%、99%、97%、

91%が小規模学級に属するようになった。 
  カリフォルニア州は、この学級規模縮小の効果を検証する計画を持っておらず、効果

の検証は、1998～2002 年に、5 つの研究機関が組織するコンソーシアム（the CSR 
Research Consortium）によってなされ、その結果は、G. W. Bohrnstedt and B. M. 
Stecher eds.“What We Have Learned About Class Size Reduction in California”など

で報告されている。“What We Have Learned About Class Size Reduction in California”
は、学級規模縮小と学業成績の関係については結論が出なかったと述べている（1998 年

の試験成績が 3 年生では少人数学級の方が少し高く、この差が 4 年生になって通常規模

の学級に移った後も継続したことが確認できただけ）。また、教員数が 1995 年度の 62,226
人から、1998 年度の 91,112 人まで、42%増えたため、十分な資格のない（インターンや

臨時の資格などの）教員が多くなった（プログラム開始前に 1.8%であったものが、2 年

目には 12.5%に）こと、少人数学級では、教員は、個々の児童により多くの注意を払う

ようになり、児童の行動上の問題が少なくなり、1 日の授業目標を達成しやすくなるが、

大人数学級と類似のカリキュラムで、同じような教え方をしていること、学級規模縮小

のために州政府から交付される金額が少なかったため、各学校区では、不足額を補うた

めに、施設設備費や管理費を減らしたり、職業開発、コンピュータ教育、図書のための
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予算を減らしたりしていること、教室の不足を補うために、特別支援教育、音楽、芸術、

体育などのための部屋を一般の教室に転用していることも指摘している。 
  Fatih Unluは“California Class Size Reduction Reform: New Findings from the 

NAEP”で、the CSR Research Consortiumの報告書は、カリフォルニア州で学級規模

縮小に参加した学校と参加しなかった学校との比較に基づいたものであり、児童の属性

の違い（マイノリティや低所得層の多い都心部の学校の参加が遅れたなど）による影響

を除去できておらず、また、学級規模縮小実施前の児童の学業成績に関するデータを欠

いているという問題があると指摘し、1996年と2000年のthe National Assessment of 
Educational Progress（NAEP）の児童個人単位の成績データを利用して、小学校4年生

のNAEPの数学の成績を比較すると、少人数学級にいた児童の方が、他州の同じ属性の学

校の同じ属性の児童に比べて、0.2～0.3標準偏差分（偏差値に換算すると、2～3）高いと

述べている。 
国立教育政策研究所の研究グループによる「学級規模に関する調査研究」は、2000年

度に、日本全国から無作為に選んだ公立小学校（156校）の5年生と、公立中学校（143校）

の2年生の算数・数学、理科の学力（１回実施されたテストの得点）と学級規模（20人以

下、21～25人、26～30人、31～35人、36～40人に区分）の関係を調査し、学級規模によ

る学力の差はほとんどないという結果を得ている。また、「教師の指導法の調査におい

て、学級人数により指導法に大きな差が見られなかったことを考えると、この結果はあ

る意味で一貫した結果となっている。米国における調査では、学級人数による成績の差

が報告される場合があるが、これは実際には指導法などの差を反映しているのかもしれ

ない」と分析している。教師の指導法の調査というのは、この調査の一環として小学校

と中学校の教員に対して行われた調査である。 

この国立教育政策研究所の調査に対して、小塩隆士氏と妹尾渉氏は『日本の教育経済

学：実証分析の展望と課題』で、「残念ながら、この分析は学級規模以外の要因を制御し

ていない。そのため、ここから明確な結論や政策的な意味合いを導き出すことは、まっ

たくできない形になっている」と指摘している。確かに、国立教育政策研究所の調査は

自然にできた学級規模の大小を利用したものであるため、無作為抽出とは言っても、学

級規模の大小のでき方次第では、学級規模によるグループ間で、学級規模以外の学校教

育の平均値 S 、学校外教育の平均値T 、自学自習の平均値 L 、仲間集団の平均値 P 、家

庭環境の平均値 F 、社会環境の平均値 E 、児童生徒の生得的な能力・気質の平均値 I に

違いが出て、これらの違いが学力に影響を与えている可能性がある。日本で学級規模の

大小ができる最大の原因は、学級規模は 40 人（小学校 1 年生では 35 人）を標準として

いることである。例えば、一つの学校の在籍児童生徒数が40 人から41 人に増加すれば、

40 人学級１クラスから、20 人学級と 21 人学級の２クラスへと変化する（当然、この逆

のケースもある）ということである。ということは、地域の児童生徒数の増減という社

会環境の変化が児童生徒の学力に与える影響が軽微であれば、「7.実験」で説明した
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“Regression-discontinuity design”に近いものとなり、自然にできた学級規模の大小を

利用した調査でも、ある程度の信頼性があるということになる。ただし、在籍児童生徒

数が 80 人から 81 人に変化すれば学級規模は 40 人（2 学級）から 27 人（3 学級）へ

と変化し、在籍児童生徒数が 120 人から 121 人に変化すれば学級規模は 40 人（3 学級）

から 30～31 人（4 学級）へ変化するというように、大規模校になるほど学級を分割した

後の規模が大きくなるので、学校の規模が学力に影響を与えているならば、このことが

バイアスになっている可能性がある。例えば、20 人以下の学級は 1 学年 2 学級以下の規

模の学校にしかできないので、学校の規模が小さいほど学力が低くなる傾向があるとす

ると（学校の規模と学力の関係については、はっきりしたことは分かっていない）、この

ことが、少人数学級化による学力向上を相殺してしまう可能性がある。なお、1 年以上の

期間を置いて学力テストが 2 回以上行われていれば、Value Added モデルを用いて、調

査の精度を増すことができたはずである。 

この国立教育政策研究所の調査の一環として行われた、適正な学級規模に関する意識

の実態調査では、36～40人の学級規模を多すぎると感じていると回答した教職員が多い。

また、「児童生徒の実態把握」に関する教員の意識の調査も行われており、小学校では

児童数26人から28人を境に「大変苦労した」とする度合いが上昇に転じる傾向がみられ、

中学校では生徒数31人を境に苦労の度合いがやや上昇傾向に転じているという結果が出

ている。他方、「学級の運営や児童・生徒の生活・生徒指導」に関する教員の意識の調

査では、どの規模の学級でも指導の実態は類似しているようである。 

須田康之氏、水野孝氏、藤井宣彰氏、西本裕輝氏、高旗浩志氏は「学級規模が授業と

学力に与える影響 －全国 4 県児童生徒調査から－」で、小学校では学級規模が小さいほ

ど学力偏差値が高く、中学校では「21-25 人学級」での学力偏差値が高かったとしている。 
この「全国 4 県児童生徒調査」には問題がある。調査対象となったのは、北海道、広

島県、島根県、沖縄県の小学校 5 年生と中学校 2 年生であるが、小学校 58 校中 45 校、

中学校 29 校中 18 校が広島県の学校であり、サンプルが偏っている。調査が行われた時

期には、広島市では少人数教育推進のための段階的プランが実施されており、教育方法

の改善も行われていたので、教育方法の改善が学力に影響を与えた可能性がある。 
篠崎武久氏は、千葉県検証改善委員会『平成 19 年度「全国学力・学習状況調査」分析

報告書』「第 7 章 教育資源と学力の関係」で、2007 年 4 月に文部科学省が実施した「全

国学力・学習状況調査」の千葉県内の公立校に関するデータを学校単位で分析して、教

育生産関数を推計し、シミュレーションすると、小学校 6 年生の国語では、授業研究を

伴う研修回数が 0 回の場合は、学級規模が 28～29 人の場合に平均正答率が最も低くな

り、これよりも規模が小さい、または大きい場合に平均正答率が高くなり、38 人の場合

と 19 人の場合がほぼ同じ正答率となるが、研修回数が 15 回の場合は、逆に、学級規模

が約 29 人の場合に平均正答率が最も高くなり、その前後では平均正答率が低くなってい

る、学級規模を 19 ～38 人の間で、研修回数を 0～15 回の間でそれぞれ変化させたとき、
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最も平均正答率が高いのは学級規模が 29 人で研修回数が 15 回の場合であるが、平均正

答率の変化の程度は非常に小さく、学級規模が 29 人で研修回数が 15 回の場合と学級規

模が 38 人で研修回数が 0 回の場合の差は 1.17％ポイントである、小学校 6 年生の算数

でもほぼ同様である、他方、中学校 3 年生の数学では、研修回数が 0 回の場合、学級規

模が 30 ～38 人の間では平均正答率の変化はほとんど観察されない、研修回数が 15 回
の場合は学級規模が 38 人だと平均正答率が少し高いが、これよりも点数が高いのは学級

規模が 19 人の場合であると述べている。 
野崎祐子氏、平木耕平氏、篠崎武久氏、妹尾渉氏は『学力の生産関数の推定 : 底上げ

をどう図るか』で、2007 年から 2009 年に文部科学省が実施した「全国学力・学習状況

調査」の公表された結果を用いて、3 カ年分の都道府県別パネルデータを作成し、公立小

学校 6 年生のテスト結果を分析したところ、教育予算の高低と全国学力テストの平均点

との間には必ずしも明快な関係を見つけることができないが、下位成績者層に着目する

と、教育予算が多いほど、テストスコアのばらつきが少ないという関係がある。教員一

人あたり児童数と平均点および下位成績者層のちらばりとの関係は複雑で、授業研修の

回数など他の要因によって結論が変わってくる。授業研修回数が少ない、あるいは全国

平均レベルであれば、教員一人あたり児童数が多いほど平均点が低く、下位成績者層の

ちらばりが大きいという関係が観察されるが、授業研修回数が全国平均レベルよりも多

い場合には、教員一人あたり児童数が多いほど平均点が高く、下位成績者層のちらばり

が小さいという関係が見られる。この結果は、教員一人あたり児童数、一般には学級規

模のみを取り出して、その効果を議論することの難しさと、学級規模以外の政策的に変

更可能な要因がテストスコアに与える影響が小さくない可能性を示していると指摘して

いる。 
北條雅一氏は『国際学力調査結果を用いた教育生産関数の推計 ―少人数指導・習熟度

別指導・ピアグループの効果―』で、国際教育到達度評価学会（IEA）が行っている「国

際数学・理科教育動向調査」（TIMSS）の 2007 年調査の結果を分析して（理科の成績を

使用せず、算数・数学の成績だけを使用、私立学校を除外）、小学 4 年、中学 2 年ともに、

学級規模は児童・生徒の成績に有意な影響を与えていないことが確認されたと述べてい

る。また、この論文では、本人の生まれ月、家庭の蔵書数や両親の学歴、経済的に恵ま

れない生徒の割合といった要因が、試験の点数に強い影響をもたらしていること、教師

や学校に対する物的および人的資源投入の効果は限定的で、一貫した傾向は確認されな

いこと、習熟度別授業の実施校では中学 2 年生の数学の点数が有意に高くなっているこ

と、習熟度別授業の実施によって、本人の生まれ月や親の学歴、経済的に恵まれない生

徒の割合といった、本人固有の要因や社会経済的要因が学力に及ぼす影響が縮小すると

いう副次的な効果があることが明らかとなったこと、ピア・グループ効果（同一の学習

集団で学ぶ生徒の影響や刺激を受けることによって、本人の学習成果に変化をもたらす

ような効果のこと）の存在が確認されたこと、教職経験年数が成績に有意な影響を与え
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ていることを確認できたのは、小学 4 年で習熟度別授業を実施している学校のみである

ことも指摘している。なお、北條雅一氏は、児童の授業理解度が停滞している学校にお

いて少人数指導や習熟度別授業が積極的に導入されている可能性があることから、上述

の結果を「少人数指導や習熟度別授業には得点を上昇させる効果がない」と解釈するこ

とには慎重でなければならないと述べている。 
国立教育政策研究所の研究グループ（研究代表者 工藤文三氏）による『学級編制と少

人数指導形態が児童の学力に与える影響についての調査 報告書』は、京都府内（京都市

を除く）の小学校 110 校の児童の第 4 学年時（4 月）と第 6 学年時（4 月）の学力診断テ

スト（国語と算数）の成績を比較分析した結果、従前の学力が同程度の児童でみると、

国語では、「現行の基準によって編制された 30 人を超える学級規模の学校」の児童より、

京都式少人数教育により「現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校」

の児童の方が、その後の学力が高く、算数では、「現行の基準によって編制された 30 人

以下の学級規模の学校」の児童より、京都式少人数教育により「現行を下回る基準によ

る学級編制を継続的に実施した学校」の児童の方が、その後の学力が高いという結果が

得られ、この結果は、「現行を下回る基準による少人数学級編制を継続的に実施した学校

の優位性を示唆」しているとのことである。 
この報告書には不自然な点がいくつかある。 
なぜ、「現行を下回る基準による少人数学級編制を継続的に実施した学校の優位性を示

唆」しているというような持って回った言い方をしているのか。なぜ、当初の学力が同

程度であれば、少人数学級に継続的に在籍した方が学力が高くなると、はっきり言えな

いのか。また、「本研究の結果では、規模の小さい学級に在籍すること自体の優位性は示

されず、現行を下回る基準によって編制された学級に在籍し続けることの優位性が示さ

れた」（P.54）とも書かれているが、意味不明瞭である。これでは、「規模の小さい学級」

と「現行を下回る基準によって編制された学級」を対比したいのか、それとも、「在籍す

ること自体の優位性」と「在籍し続けることの優位性」を対比したいのか、分からない。 
国語では、「現行の基準によって編制された 30 人を超える学級規模の学校」と、「現行

を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校」を比較して、後者の優位性を指

摘しておきながら、算数では、「現行の基準によって編制された 30 人以下の学級規模の

学校」と、「現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校」を比較して、後

者の優位性を指摘するというのは、いかにも不自然である。なぜ、算数では、大人数学

級と少人数学級を比較せずに、少人数学級同士を比較しているのか。 
この報告書には、階層的線形モデルの分析の結果、切片または傾きに差がみられた学

級編制の類型間の比較を図示するという旨の記述と、「なお、他の類型に関する係数の

90%信用区間には０が含まれていた」という記述があるが（P.39～44）、これは、この報

告書に比較が図示されていない類型間では、切片にも傾きにも、統計的に有意な差がみ

られなかったということである。つまり、算数で「現行の基準によって編制された 30 人
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を超える学級規模の学校」と、「現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学

校」を比較したり、国語と算数で「現行の基準によって編制された 30 人を超える学級規

模の学校」と「現行の基準によって編制された 30 人以下の学級規模の学校」を比較した

りするというような方法では、少人数学級に継続的に在籍することの優位性を示すこと

ができなかったということである。このことを報告書や調査結果概要に明示せずに、専

門的知識を持つ者が精読しなければ分からないような表現で書くというのは、不誠実で

はないだろうか。 
第 4 学年時と第 6 学年時の学力診断テストの平均成績を下表に示す。「伸び」は私が計

算したものである。なお、第 4 学年時の成績が同程度の者同士で「伸び」を比較するの

が正しい方法であるが、この報告書に記載されているデータからでは、そのようなこと

ができなかったので、やむを得ず、このような比較を行った。また、第 4 学年時と第 6
学年時の学力診断テストは異なったテストなので、その得点差を「伸び」と呼ぶのは正

確な表現ではないが、他に適当な言葉がないので、「伸び」と呼ぶことにした。 
 
国語（テスト得点） 

 4 学年 6 学年 伸び 
現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校 66.0 点 78.3 点 1.19倍

現行の基準によって編制された 30 人を超える学級規模の学校 70.2 点 78.7 点 1.12倍

現行の基準によって編制された 30 人以下の学級規模の学校 68.3 点 78.1 点 1.14倍

 
算数（テスト得点） 

 4 学年 6 学年 伸び 
現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校 77.7 点 77.7 点 1.00 倍

現行の基準によって編制された 30 人を超える学級規模の学校 79.6 点 78.1 点 0.98 倍

現行の基準によって編制された 30 人以下の学級規模の学校 79.4 点 76.7 点 0.97 倍

 
「現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した」学級の平均人数は、4 年時

25.6 人、5 年時 25.5 人であるが、「現行の基準によって編制された 30 人以下の学級」の

平均人数は、4 年時 26.0 人、5 年時 25.9 人であり、ほとんど差がない。それにもかかわ

らず、学力の「伸び」にはかなりの差がある。これは、京都式少人数教育で「現行を下

回る基準による学級編制を継続的に実施した学校」では、特別な指導がなされた、成果

を示そうと教員が張り切った、優秀な教員が配置されたなど、学級規模以外の要因によ

って、学力が向上したことを示唆している。 
なお、文部科学省の「公立義務教育諸学校の学級規模及び教職員配置の適正化に関す

る検討会議」（第 11 回）において、国立教育政策研究所の工藤文三氏と山森光陽氏から、

この報告書の説明があり、同検討会議の副主査の小川正人氏から「政策的につくられた

 36



少人数学級と、自然な状態でつくられた少人数学級との間で、差異が生じるというのは、

どういうふうに理解していいのか」という質問があったのに対して、山森光陽氏は「こ

の調査を行った京都府の先生方に聞いたときに、単に自然にできてしまった少人数だか

ら頑張らないとか、逆に、意図的に少人数学級をつくったから頑張るといったようなこ

とはないだろう。どんな条件であっても、きちんと頑張っていると思うので、先生方の

動きとして何か劇的に違うとか、または学校の取り組みとして何か全く違うことをやっ

ているということはどうも考えにくいということでした。……現行を下回る基準によっ

て学級編制を実施するということは、学年の学級数は増えるということになりますよね。

なので、もしかしたら、学年の学級数が増えるというところの良さが効いているのかな

というのが私たちの現時点での解釈です。……学級規模を小さくして学年の学級数が多

いと、安定的な学級づくりに寄与するのではないか……そういったことももしかしたら

働いて、このような結果になっているのではないか……ただし、こういったことについ

ての先行研究も乏しい状態にあるので、積極的に、これが理由ですといった理論的な根

拠をつけることは現時点では難しい」と答えている。 
ちなみに、「現行の基準によって編制された 30 人を超える学級」の平均人数は、4 年時

33.8 人、5 年時 33.6 人である。 
また、「現行の基準によって編制された 30 人を超える学級規模の学校」の児童と、「現

行の基準によって編制された 30 人以下の学級規模の学校」の児童の学力の「伸び」を比

較すると、大きな差がなく、国語では後者の方が「伸び」が大きいが、算数では前者の

方が「伸び」が大きいという相反する結果が出ている。 
つまり、この調査結果では、少人数学級に継続的に在籍することが学力向上の面で有

利であるとはとても言えないのである。この調査結果から言えることは、“京都式少人数

教育によって”「現行を下回る基準による学級編制を継続的に実施した学校」の“国語に

おける”優位性だけである。 
「本研究の結果では、規模の小さい学級に在籍すること自体の優位性は示されず、現

行を下回る基準によって編制された学級に在籍し続けることの優位性が示された」とい

う意味不明瞭な言葉の裏には、現行の基準の下でたまたま少人数になった学級の優位性

を示すことはできなかったということがほのめかされているのではないだろうか。 
 
 (4) 統合的な研究 

山下絢氏は「米国における学級規模縮小の効果に関する研究動向」で、アメリカにお

ける学級規模縮小の効果に関する研究動向を分析した結果、第一に、通常の学級規模の

児童生徒に比べて、小さな学級規模の児童生徒のテストの点数は高いことが指摘可能で

あるが、学級規模の縮小効果によるテスト得点の差の大きさについては、論者によって

結果が異なり、一致した結論には至っていない、第二に、学級規模の縮小が、児童生徒

の学力向上政策として最も効率のいい費用の使い方か否かは今後の検証の課題とされて
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おり、費用対効果の観点からの議論は結論に達していない、第三に、学級規模の縮小の

効果が顕著にみられるのは、マイノリティや低所得家庭の児童生徒である、第四に、学

級規模の縮小が児童生徒の学力向上につながる明確な因果メカニズムは明らかにされて

いないと指摘している。 
杉江修治氏は「学級規模と教育効果」で、日本における学級規模縮小の効果に関する

過去の研究を総括して、「学級を単位とした学習指導法による場合は、ほとんどの教科で

20～30名規模の学級が児童生徒の学習内容の習得の上で効果的である。この規模はまた、

児童生徒の相互作用から得られる多様な経験の習得をも見込めるものである」という結

論を導くことができるとしている。 
この杉江修治氏の結論には疑問がある。日本の過去の研究は、学級規模に関する教員

の意見の調査が多く、また、実証的研究であってもその調査方法に問題のあるものが多

いので、これらの研究から一定の結論を導くことはできないと思う。杉江修治氏は、「主

観的な資料として個々には排除されがちな、現場教師の体験に基づく学級規模への意見、

態度調査も、多様な指導態度、指導経験を持つ者を対象としているのであるから、一概

に軽視して良い資料ではない。多数の調査に比較的一貫した傾向性が見られるとしたら、

それは十分考慮に値するものといえよう」と指摘しているが、歴史を振り返れば、多く

の人々が長年にわたり間違ったことを信じてきたという例は数多くある。 
Gene V. Glass と Mary Lee Smith は“Meta-Analysis of Research on the Relationship 

of Class-Size and Achievement”で、学級規模の縮小の効果に関する過去の調査研究 77
件をメタ分析した結果、学級規模と学力との間には下表のような非線形の関係があり（学

級規模縮小による学力向上効果の大きさは、何人から減らすかによって変わるというこ

と）、学級規模縮小の主たる効果が現れるのは 20 人以下からである、また、規模の異な

る学級への児童生徒の振り分けが無作為に行われている調査研究の方が、自然にできた

学級規模の違いを利用した調査研究に比べて、学級規模縮小の効果をより明瞭に示して

いると指摘している。 
 

少人数学級 大人数学級 成績差（偏差値） 
1 人 40 人 5.65 

10 人 40 人 2.68 
20 人 40 人 0.51 
30 人 40 人 -0.48 
1 人 25 人 5.52 
5 人 25 人 4.09 

10 人 25 人 2.56 
15 人 25 人 1.33 
20 人 25 人 0.39 
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少人数学級 大人数学級 小学生・成績差 中学・高校生・成績差

1 人 40 人 4.90 7.49 
10 人 40 人 2.41 3.57 
20 人 40 人 0.63 0.57 
30 人 40 人 -0.11 -1.02 
1 人 10 人 3.87 7.16 
3 人 10 人 3.24 6.19 
5 人 10 人 2.65 5.27 

 Gene V. Glass 等は、成績差を標準得点の差で示しているが、それを偏差値に換算した。 
 
Harvey Goldstein、Min Yang、Rumann Omar、Rebecca Turner、Simon Thompson

は“Meta-Analysis Using Multilevel Models with Application to the Study of Class 
Size Effects”で、①少人数学級と大人数学級への配置が無作為に行われているか、いろ

いろな基準で同水準になるように試みられていること、②学業成績で比較されているこ

と、③1 年以上の期間を使って比較されていること、④少人数学級は 15 人以上、大人数

学級は 40 人以下であること、という条件を満たしている過去の研究 9 件をマルチレベル

モデル（階層線形モデル）を使ってメタ分析した結果、線形性（学級の人数を 1 人減ら

したことによる学力向上効果は、何人から減らした場合でも一定であるということ）を

前提にすると、平均して、1 人減少につき、+0.022 標準偏差分（偏差値に換算すると、

+0.22）、成績が向上すると述べている。 
橋野晶寛氏は「準実験的手法による学級規模効果研究のメタアナリシス」で、準実験

的手法を用いて学級規模縮小の効果を分析した諸外国の 22論文を階層線形モデルを使っ

てメタ分析した結果、学級規模縮小による学力向上は、線形性を前提にした研究では、1
人減少につき、－0.01 かから+0.07 標準偏差分（偏差値に換算すると、－0.1 から+0.7）
まで結果が分かれているが、平均すると、+0.013 標準偏差分程度（偏差値に換算すると、

+0.13 程度）であるとしている。また、学級規模縮小による学力向上効果は非線形である

が、必ずしも学級規模が小さいほど効果が大きいとは言えないこと（学級規模が 27 人以

上では、学級規模が小さいほど効果が小さくなっている）、中等教育段階になると、学級

規模の影響は小さくなること、教員の給与水準が高い国では、学級規模の影響が小さく

なる可能性があることも指摘している。 
 

(5) その他の研究 
Jennifer King Rice は“Making the evidence matter: Implications of the class size 

research debate for policy makers”（“Mishel, Lawrence and Richard Rothstein, eds., 
THE CLASS SIZE DEBATE.”所収）で、学級規模の縮小の実施には次のような問題が
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あると指摘している。第一に、過去の研究成果から、学級規模縮小の効果はマイノリテ

ィや低所得家庭の児童生徒に対して大きいことが分かっているので、こられの児童生徒

に対象を絞って、学級規模を縮小した方が教育投資の効果が高い。第二に、有能な教員

と教室用のスペースが確保できるかという問題がある。これらが確保できないと、学級

規模縮小の効果は減殺されてしまう。第三に、関連するさまざまな施策が学級規模縮小

の費用と効果に影響を及ぼす。補完的な施策としては、教員の能力を開発したり、学級

規模縮小の効果を最大限に発揮するようなインセンティブを教員に与えたりすることが

ある。競合する施策としては、リスクのある子どもたちのためのプログラム、教員の給

料を上げること、授業時間数を増やすことなどがある。学級規模の縮小がどのようにし

て、また、なぜ、効果を上げるのかについての洞察が必要である。少人数学級で、教員

が何をすれば効果が上がり、何をすれば効果が下がるのか知る必要がある。第四に、費

用対便益を考慮する必要がある。学級規模の縮小は、教育効果を上げるための一つの選

択肢に過ぎず、他にも、教員の給料を上げる、授業時間数を増やす、早期教育の機会を

増やすなどの方法がある。どのような状況では学級規模を小さくすべきであり、どのよ

うな状況では学級規模が大きいままでも良いのかを選り分ける必要がある。 
  Simon Dobbelsteen、Jesse Levin、Hessel Oosterbek は“The causal effect of class size 

on scholastic achievement: distinguishing the pure class size effect from the effect if 
changes in class composition”で、オランダの小学 4 年生、6 年生、8 年生（日本の中学

2 年生にあたる）の学級規模、学業成績、知能指数に関する 1995 年度のデータを分析し

て、学級規模を縮小しても学業成績が向上しなったり、低下したりする場合があるが、

これは、同一学級内にいる同程度の知能指数の子どもの数が減ることによって、学業成

績にマイナスの影響を与えるためであると指摘している。 
  この研究結果を受けて、荒井一博氏は『学歴社会の法則 教育を経済学から見直す』

（P.207-208）で次のように指摘している。 
 
   学級規模は小さいほどよいといえない要因が……あります。生徒が同級生から受け

る……効果で、ピア効果（peer effect）と呼ばれるものです。……生徒は教師だけでな

く同級生からも多くを学びます。同級生を観察したり一緒に行動したりして、知識・

技能・態度などを多く学びます。「同級生が知っていることなので、自分も習得しなけ

ればならない」とか、「同級生がこうしているから、自分もそうしなければならない」

という動機が学習を強く促進します。……右で指摘したような効果の多くは、同レベ

ルの能力の生徒の間で最も大きくなるでしょう。たとえば、同程度の能力の同級生が

いい成績を上げれば、自分もできるはずだと発奮する可能性が高いはずです。あまり

に能力差があれば、諦めてしまって効果が生まれないことも少なくありません。……

このようなとき、生徒が複数の少人数クラスに無作為に割り振られると、同水準の能

力の級友が平均的に少なくなります。多人数クラスのほうが自分と能力の近い同級生
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にめぐり合える確率が高くなり、学力が高まる可能性があるのです。 
 
  「ピア効果」は「集団社会化」によって生じると考えられる（「第 8 回 能力の個人差 14.
集団社会化」参照）。したがって、勉強が得意な子どもたちが集団を作って、競い合って

勉強するようになり、学業成績にプラスの影響を及ぼすこともあれば、勉強が苦手な子

どもたちが集団を作って、勉強が得意な子どもの集団を「ガリ勉」とばかにして、ます

ます勉強しなくなることによって、学業成績にマイナスの影響を及ぼすこともある。た

だし、「集団社会化」は 7、８歳頃から始まり、小学校 5 年生頃にその力を増すので、そ

れ以前であれば、同一学級内にいる同程度の知能指数の子どもの数が減ることによって、

学業成績にマイナスの影響を与えるということはあまりないと思われる。このことが、

学級規模縮小による学力向上効果は低学年の方が大きいということの原因の一つになっ

ているのではないだろうか。 
 
 (6) 総括 
  上述の調査研究を総括すると、第一に、学級規模縮小による学力向上効果はあるよう

だが、あまり大きなものではない。Harvey Goldstein、Min Yang、Rumann Omar、
Rebecca Turner、Simon Thompson の“Meta-Analysis Using Multilevel Models with 
Application to the Study of Class Size Effects”と橋野晶寛氏の「準実験的手法による学

級規模効果研究のメタアナリシス」によると、1 人減少による学力の向上は、平均すると、

偏差値で 0.1～0.2 程度の大きさである。 
第二に、学級規模縮小による学力向上効果は、Gene V. Glass と Mary Lee Smith が

“Meta-Analysis of Research on the Relationship of Class-Size and Achievement”で

指摘しているように、非線形のようである。つまり、学級規模縮小による学力向上効果

の大きさは、何人から減らしたかによって違ってくる。学級規模縮小によって、学力が

低下する場合もある。 
第三に、学級規模縮小による学力向上効果の大きさは、対象となる児童・生徒の学年、

学力、家庭の状況、教員の指導方法、能力に左右されるようであるが、児童生徒と教員

の属性の違いに着目した調査研究が少ないために、よく分からない。STAR プロジェクト

と SAGE プログラムの結果によると、幼稚園と小学校 1 年生、低所得層とマイノリティ

に対しては、学力向上効果が大きい。なお、高学力の子どもの場合には、学級規模縮小

によって学力が低下する可能性がある。 
 
 (7) 私見 

Alan. B. Krueger が“Experimental Estimates of Education Production Functions”
で、①低学年で少人数学級に入ると、その後の学業達成のレベルを引き上げる、一回限

りの「学校による社会化の効果」が働くのではないかということと、②学級規模縮小に
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よる学力向上効果はマイノリティや低所得層の子どもで大きいことを指摘しているが

（「(1) 実験」参照）、これらの指摘は問題の本質を突いていると思う。 
「第 4 回 教育の経済効果（その２）」で述べたように、私は、一般に「社会化」と呼

ばれている学校の機能は、「「事実の認識と思考の方法」の改造」、「価値観の押し付け」、

「「情報共有・連結の経済性」の基盤形成」に分類されると考えているが、この中で、学

力と深く関係するのは、「「事実の認識と思考の方法」の改造」である。「「事実の認識と

思考の方法」の改造」とは、「声の文化」の「人間の生活世界に密着した」「状況依存的

であって、抽象的ではない」認識と思考（具体的思考）を、「文字の文化」の「外界を記

号によって抽象化した理論モデルを用いた」「状況依存的ではない、形式論理的な」認識

と思考（抽象的思考）に改造することである。学校で教えられる学問は、「抽象的思考」

の産物であり、「抽象的思考」ができなければ理解できないものである（「第 8 回 能力

の個人差 7.知能検査で測られる「知能」の正体 (6) 知能検査は近代啓蒙主義的な偏見に

基づいて作られている」参照）。 
「声の文化」に親和的な親は、「抽象的思考」能力が低く、学力も低いので、低所得

になることが多い、つまり、「声の文化」に親和的な家庭は低所得層に多い。他方、「文

字の文化」に親和的な親は、「抽象的思考」能力が高く、学力も高いので、高所得にな

ることが多い、つまり、「文字の文化」に親和的な家庭は高所得層に多い（「第 8回 能

力の個人差 8.「意識的汎用知能」の優劣が職業能力の優劣を決める社会」参照）。 

「第 8 回 能力の個人差 17.認知的文化の差」で述べたように、「声の文化」に親和的な

家庭では「具体的思考」の訓練になるような子育てを行い、「文字の文化」に親和的な家

庭では「抽象的思考」の訓練になるような子育てを行うという違いが見られる。つまり、

「文字の文化」に親和的な家庭では、就学前から、「抽象的思考」への改造が行われてお

り、子どもはスタートラインから有利な位置にいることになる（「第 8 回 能力の個人差 
7.知能検査で測られる「知能」の正体 (3) 読み書きによる脳の変化」参照）。 

この結果、小学校の教員は、1年生の段階から「抽象的思考能力」に大きな差がある子

どもたちを相手にしなければならないことになる。大規模な学級、画一的なカリキュラ

ムの下では、このことは困難であり、「声の文化」に親和的な家庭で育った子どもたち

に「抽象的思考」を身につけさせることが手薄になってしまい、これらの子どもたちは

低学力に陥ってしまう。学級規模が縮小されれば、ある程度、個別的な指導を行うこと

も可能になるので、「声の文化」に親和的な家庭で育った子どもたちに「抽象的思考」を

身につけさせて、学力を向上させることが、ある程度可能になってくる。ただし、「声の

文化」に親和的な家庭で育った子どもたちの学力を限界近くまで向上させるためには、

学級規模の縮小だけでは不十分で、特別な教育的支援を行う必要があると思われる。 

「具体的思考」から「抽象的思考」への改造は、脳の可塑性が高い幼少期に行う必要

があり、また、「抽象的思考」は学校での勉強の基礎となるものなので、学級規模縮小

が学力向上に及ぼす効果は低学年の大きい。ただし、「第 8 回 能力の個人差 18.就学前
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教育の効果」で述べたように、「抽象的思考」能力を限界近くまで高めるためには、就

学後では遅すぎて、就学前に「抽象的思考」を身につけるための環境を整えてやる必要

がある。例えば、アメリカで実施された“Carolina Abecedarian Project”という、親の

教育年数、所得、職業、知能指数などから、知的発達に遅れが生じるおそれがあると判

断された子どもに対して、0歳から 5歳まで続けられた教育・医療・栄養支援プログラム

では、子どもの知能指数が上昇し、入学後の学校での成績も上がることが立証されてい

る（「第 8 回 能力の個人差 18.就学前教育の効果」参照）。つまり、学級規模縮小に使

うお金があるならば、そのお金を就学前教育の充実に振り向けた方が、学力は向上する

のである。 

「具体的思考」から「抽象的思考」への改造は「1回限り」のものであるが、「声の文

化」に親和的な家庭で育つ子どもは「具体的思考」へ逆戻りさせよう、あるいは、勉強

嫌いにさせようとする親や友だちからの誘惑にさらされ続けており、その誘惑に抵抗し

て、「抽象的思考」を維持させ続けるために、教員が盾になる必要があるので、少人数

学級に居続けないと学力が低下してしまう。 

「文字の文化」に親和的な家庭で育った子どもは、「抽象的思考」を身につけやすい

環境の中で育ってきているので、「抽象的思考」を身につけるための特別の環境を整え

てやる必要性は少ない。したがって、就学前教育や学級規模の縮小が学力向上に及ぼす

影響は小さい。「(5)その他の研究」で述べたように、学級規模を縮小し過ぎると、ライ

バルが減ることによって、学習意欲が衰え、学力が低下する可能性もある。 
なお、勉強することを習慣づけるということが関係している可能性もある（「第 8 回 能

力の個人差 13.才能の差異を増幅する本能」参照）。学級規模が小さいほど、教員の目が

行き届きやすくなり、子どもたちに勉強することを習慣づけることが容易になるという

ことである。 

以上に述べた私の仮説は、いくつかの情況証拠からの推測に過ぎず、客観的な証拠に

基づくものではない。実験ができれば、私の主張が裏付けられると信じているが、その

ような実験を行うことは不可能であろう。小学校入学前に「抽象的思考」能力を測る検

査（知能検査がその代用品となる）を行い、「抽象的思考能力」が低いグループと高いグ

ループに分けて、それぞれを、少人数学級と通常規模学級に振り分けて、数年間教育を

行い、「抽象的思考」能力と学力の伸びを調査するというような「差別的な」実験の実施

が許されるはずがないし、ましてや、その実験結果に基づいて、「抽象的思考」能力が低

い子どもは少人数学級に入れて特別な教育的支援を行い、「抽象的思考」能力が高い子ど

もは通常規模学級に入れるというような「差別的な」学級編制を行うことが許されるは

ずもない。 
 

12．教員の能力が児童生徒に与える影響についての調査研究の動向 

 (1) 既存研究 
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  Steven G. Rivkin、Eric A. Hanushek、John F. Kainは“Teachers, Schools, and 
Academic Achievement”で、“the University of Texas at Dallas”が“the Texas Education 

Agency ”の協力を得て行った“the UTD Texas Schools Project”の成果の中から、1993
年～1995年にテキサス州の小学校4年生であった児童・生徒（3,000校以上の600,000
人以上の児童・生徒）の小学校3年から中学校1年までの“the Texas Assessment of 
Academic Skills”（毎年春にテキサス州の小学校3年生から中学校2年生を対象に行わ

れている学力調査）の成績のデータと教員の職務経験・教員資格・学歴・人種等のデ

ータを分析して（ただし、児童・生徒の成績データと彼・彼女らを担当した教員のデ

ータとを結び付けることがでたのは、“the Lone Star district”内の学校のデータのみ）、

①教員の能力（児童生徒の学力を向上させるという意味での能力）が、同一学校内の

教員同士の比較で1標準偏差分（偏差値に換算すると10）違うと、児童・生徒の算数・

数学の成績が0.11標準偏差分（偏差値に換算すると1.1）、読解の成績が0.095標準偏

差分（偏差値に換算すると0.95）違ってくること、②修士の学位の有無は教員の能力

とは無関係であること（正確に言うと、修士の学位を持っていると教員の能力が高く

なるという証拠は得られなかったこと）、③教員経験が教員の能力を向上させる働き

は1年目が大きく、2年目以降は小さくなり、3年経過後にはほとんどなくなること（正

確に言うと、3年経過後も能力の向上が継続するという証拠は少ししか得られなかっ

たこと）、④学級規模の縮小が学力向上に及ぼす影響力は、小学校4年生では、10人
減少につき0.1標準偏差分（偏差値に換算すると1）程度であるが（学級規模が10人か

ら35人の間での検証）、その影響力は学年が上がるにつれて小さくなっていくことを

指摘している。 
  なお、Eric A. Hanushek,、John F. Kain、Daniel M. O’Brien、Steven G. Rivkinは

“The Market for Teacher Quality”で、上述の“the UTD Texas Schools Project”の成果

の中から、児童・生徒の個人別データ（“the Texas Assessment of Academic Skills”の

成績、家族、人種・民族、性別、貧困度等）が入手できる“the Lone Star district”（テ

キサス州内の“school district”（学校区）の一つ、アメリカでは、学校区という組

織が地域内の複数の公立学校を運営している）の小学校3年から中学校2年に関する

児童・生徒と教員の1995～2000年度のデータ（児童・生徒の成績のデータは算数・数

学だけを利用）を分析して、①教員資格試験に合格しているか否か、あるいは1回で

合格したか否かは教員の能力とは無関係であること、②同一人種の児童・生徒を教え

た方が教員は能力をより多く発揮できることを指摘している。 

  また、Eric A. Hanushek と Steven G. Rivkin は“Constrained job matching: does 
teacher job search harm disadvantaged urban schools?”で、上述の“the UTD Texas 

Schools Project”の成果の中から、“the Lone Star district”の小学校 3 年から中学校 2
年に関する児童・生徒と教員の 1995～2000 年度のデータを分析して、同一学校区内

の比較では、教員の能力が 1 標準偏差分（偏差値に換算すると 10）違うと、児童・
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生徒の算数・数学の成績が 0.17 標準偏差分（偏差値に換算すると 1.7）違い、同一学

校内の比較では、教員の能力が 1 標準偏差分違うと、児童・生徒の算数・数学の成績

が 0.11 標準偏差分（偏差値に換算すると 1.1）違うので、その間には 50%ほどの差が

あると述べている。 
  Eric A. HanushekとSteven G. Rivkinは“Generalizations about Using Value-Added 

Measures of Teacher Quality”で、アメリカで2004～2010年に行われた10件の調査研究

結果を平均すると、教員の能力が1標準偏差分（偏差値に換算すると10）違うと、児

童・生徒の読解の成績が0.11標準偏差分（偏差値に換算すると1.1）、算数・数学の成

績が0.15標準偏差分（偏差値に換算すると1.5）違ってくることになると述べている。

なお、この計算には間違いがあったようで、Eric A. Hanushekは後述の“The economic 
value of higher teacher quality”で、教員の能力が1標準偏差分（偏差値に換算すると10）
違うと、児童・生徒の読解の成績が0.13標準偏差分（偏差値に換算すると1.3）、算数・

数学の成績が0.17標準偏差分（偏差値に換算すると1.7）違ってくることになると修正

し、さらに、これらの調査研究結果は、一つの研究を除いて、同一学校内の教員同士

の能力の比較に基づいたものであり、学校間の教員の能力の差が無視されていると指

摘している。 
   Eric A. Hanushekは“The economic value of higher teacher quality”で、過去のいくつ

かの調査研究結果からすると、教師の能力が1標準偏差分（偏差値に換算すると10）高

いと児童・生徒の認知的能力が0.2標準偏差分（偏差値に換算すると2）向上するが、

その後、学習を全くしないと、認知的能力が毎年30%ずつ低下していくこと、また、

成績（認知的能力）が1標準偏差分上がると将来の所得が13%増え、アメリカの平均的

な生涯所得の現在価値（割引率3%で計算）は116万ドルなので（2010年の第１四半期

の平均所得のデータから、所得の将来の伸び率を年率1%と仮定して推計）、生涯所

得の現在価値が15万ドル増えることになると言えることから、平均的な教員に比べ1
標準偏差分だけ能力が高い教員が毎年生み出す価値は、20人学級を担当している場合

には40万ドル以上（当該教員の授業を受けた児童・生徒の将来の所得の増加を現在価

値に換算）と推計され、それよりも規模の大きい学級を担当している場合はさらに大

きくなると述べている。 
  篠崎武久氏は、千葉県検証改善委員会『平成19年度「全国学力・学習状況調査」分析

報告書』「第7章 教育資源と学力の関係」で、2007 年4 月に文部科学省が実施した「全

国学力・学習状況調査」の千葉県内の公立校に関するデータを学校単位で分析して、小

学6年生、中学3年生ともに、教員に対する実践的な研修、および授業研究を伴う研修が

学力と有意な関係にあり、中学校3年生では、教員平均年齢が学力と有意に関係している

（教員平均年齢が47～48 歳の場合に平均正答率が最も高くなり、その前後では低くな

る）と指摘している。 

  亀井慶二氏は「小中学校の教育生産関数の推計」で、2009年度に実施された『全国
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学力・学習状況調査』のデータを都道府県単位で分析して、小学6年生、中学3年生と

もに、教員の平均勤続年数が長いほど、児童・生徒の成績が良いという関係があるこ

と、教員研修参加度は成績とは無関係であること（正確に言うと、統計的に有意では

ないこと）、校長による指導は、中学3年の数学のみ、生徒の成績を向上させること、

中学3年では、教員養成系高等教育機関卒業者の全教員に占める割合が高いほど、生

徒の成績が良いことを示している。なお、地方自治体から支出される公立学校費（児

童・生徒一人当たり教育費）、学校規模、IT技術導入度と児童・生徒の成績とは無関

係であることも示されている。 
 

 (2) 総括 
  上述の調査研究を総括すると、教員の能力の違いは児童・生徒の学力に影響を与える

が、何が教員の能力の違いを生み出しているのかはよく分からないということになる。

修士の学位の有無は教員の能力とはほとんど無関係である。教員経験は3年を超えると、

教員の能力とほとんど無関係になる。実践的な研修は教員の能力向上に役立っているよ

うだが、それ以外の研修の効果は疑問である。 
既存研究によっては教員の能力の違いを生み出す要因が分からないということは、既

存研究が無視している要因が教員の能力の違いを生み出しているということである。お

そらく、それは素質と熱意であろう。しかし、素質と熱意の影響を客観的に調査するこ

とは極めて困難である。 
なお、教員の能力の違いが児童・生徒の学力に与える影響の大きさは、児童・生徒の

能力の違いに左右されるということは十分考えられることだが、この問題を調査した研

究はないようである。 
 

13．就学前教育の費用対効果に関する調査研究の動向 

  「ペリー就学前プログラム」、“Carolina Abecedarian Project”などの就学前教育の効

果に関しては、「第 8 回 能力の個人差 18.就学前教育の効果」で説明したが、ここでは、

就学前教育の費用便益分析に関する研究を紹介する。 

   L. J. Schweinhart、J. Montie、Z. Xiang、W. S. Barnett、C. R. Belfield、M. Nores, は
“The High/Scope Perry Preschool study through age 40: Summery, Conclusion, and 
Frequently Asked Question”で、「ペリー就学前プログラム」の費用便益分析を行い、1

人当たり 15,166 ドルの費用に対して、教育費の削減 7,303 ドル、所得税の増加 14,078 ド

ル、社会福祉費の削減 2,786 ドル、犯罪の減少 171,473 ドル、合計 195,621 ドルの社会的

便益があり、実験対象者個人には49,190ドルの便益があったとしている（割引率3%で2000

年の現在価値に換算）。 

  W. S. Barnett と Leonard N. Masse は“Comparative benefit–cost analysis of the 
Abecedarian program and its policy implications”で、“Carolina Abecedarian Project”
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の費用便益分析を行い、1 人当たり 63,476 ドル（子育てに一般的に要する費用を差し引

くと、35,864 ドル）の費用に対して、実験対象者の所得の増加 37,531 ドル、実験対象者

の子どもの所得の増加 5,722 ドル、実験対象者の母親の所得の増加 68,728 ドル、小・中

学校の特殊教育学級在籍者の減少 8,836 ドル、喫煙率の減少・健康の改善 17,781 ドル、

高等教育進学率の上昇－8,128 ドル、“Aid to Families with Dependent Children”（1996

年までアメリカ連邦政府が行っていた、片親や低所得の家庭の子どもへの経済的支援）

受給率の減少 196 ドル、合計 130,666 ドルの便益があったとしている（割引率 3%で 2002

年の現在価値に換算）。なお、“Carolina Abecedarian Project”では、犯罪の減少に関す

るデータがないので、犯罪の減少による便益は推計されていない。 
  James J. Heckman、Flavio Cunha 等は“Skill Formation and the Economics of Investing 

in Disadvantaged Children ”、“ Interpreting the Evidence on Life Cycle Skill 
Formation”などで、教育投資の収益率に関する調査研究（「第 2回 教育経済学の基本 2.

人的資本論」参照）や就学前教育の費用便益分析に基づいて、教育投資の収益率は、就

学前教育が最も高く、教育段階が進むほど低下していく、スキルはスキルを産み、学習

は学習を産むという増幅機能があり、就学後の教育の効率性は就学前教育によって決ま

る、10 代以降の教育で欠点を直そうとしても効率が悪いと指摘している。また、小学校

3年生までに、家庭の社会経済的地位の差による学力格差が固定してしまう、格差を減ら

すためには就学前教育が重要であるとも述べている。 
 

14．教育の費用対効果に関する統合的な研究 

 (1) 既存研究 

Eric A. Hanushek は“Measuring Investment in Education”で、1994 年までに発表

された教育の生産関数に関する実証分析 377 件（90 件の文献に掲載）の結果を調査して、

下表のようにまとめ、多くの場合、教育投資の多寡は、教育成果に影響を及ぼさず、教

育の質の指標としてふさわしくないと結論づけている。また、①どのような場合に教育

投資が効果的になり、どのような場合に教育投資が効果的でなくなるかを明らかにでき

た研究はないこと、②学業達成や人的資本の蓄積には学校の影響だけでなく、家族や仲

間の影響もあるので、それらの影響を無視した分析は偏ったものになること、③学校の

非効率性のゆえに教育資源の投入量は教育の質の指標としてふさわしくないこと、④公

教育において最小限の競争しかなく、業績向上へのインセンティブがほとんどないため、

資源の有効活用への動機付けが乏しいことを指摘している。 
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 分析 
事例数

統計的に有意 
プラス  マイナス

統計的に有意でない 
プラス マイナス 

不明

教員・生徒比率  277   15%      13%   27%      25%  20%
教員の学歴  171    9         5   33        27 26 
教員の経験  207  29         5    30        24 12 
教員の給料  119  20         7   25        20 28 
生徒 1 人当たりの支出額  163   27         7   34        19 13 
管理費   75   12         5   23        28 33 
設備   91    9         5   23        19 44 

（有意水準は 5%） 
 

David Card と Alan B. Krueger は“Labor Market Effects of School Quality: Theory 
and Evidence”で、1968 年から 1986 年の間に行われた 11 件の研究に出てくる 24 件の

推計をレビューして、生徒 1 人当たりの教育支出を 10%増やすと、生徒の将来の所得（生

徒が働くようになってから得る所得）が１～２%（正確に言うと、平均値は 1.52%、中央

値は 1.25%、四分位範囲は 0.85%～1.95%）増えると述べている。また、1975 年から 1995
年の間に行われた、生徒・教員比率（生徒数÷教員数）と生徒の将来の所得との関係に

ついての 5 件の研究をレビューして、4 件の研究では、生徒・教員比率が大きくなると、

生徒の将来の所得が減少する（平均すると、生徒・教員比率が 1%大きくなると、所得が

0.053%減少する）という結果を得ているが、そのうちで統計的に有意なのは 2 件だけで

あると述べている（他の 1 件の研究では、生徒・教員比率が大きくなると、生徒の将来

の所得が増えるという逆の結果を得ているが、統計的に有意ではない）。 
Julian R. Betts は“Is There a Link between School Inputs and Earnings? Fresh 

Scrutiny of an Old Literature”で、学校への資源投入量（以下、投入と略す）と生徒の

成績及び将来の所得（以下、産出と略す）との関係に関する過去の研究をレビューして、

①投入と産出との間に有意な関係を見出すことができなかった研究は、個々の学校での

投入に着目し、投入と産出との間に有意な関係を見出した研究は、州単位での平均値に

着目している傾向があること、②投入と産出との間に有意な関係を見出すことができな

かった研究は、1960 年代から 1980 年代初頭に教育を受けた人々の 32 歳以下での賃金を

調査対象にし、投入と産出との間に有意な関係を見出した研究は、20 世紀前半に教育を

受けた人々を調査対象にしている傾向があると指摘し、①州単位での研究は、集計バイ

アス、変数の漏れ、ランダムではない転居などによる影響を受けている、②収穫逓減（投

入量を増やすにつれて、1 単位の投入による産出量が減少すること）、公立学校の官僚制

化と中央集権化、教員の労働組合の組織化の結果、投入と産出との関係が時を経るにつ

れて弱くなってきている、という仮説を提起している。また、Julian R. Betts は、教育

投資の収穫逓減性を示す研究を紹介している。 
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 (2) 総括 
  教育投資と教育成果の関係についての調査研究結果の混乱の原因は、Julian R. Betts

が“Is There a Link between School Inputs and Earnings? Fresh Scrutiny of an Old 
Literature”で指摘している教育投資の収穫逓減性にあるのではないかと思われる。教育

投資を増やしストックが充実するにつれて、次第に教育投資の効果が薄れていくので、

ストックが不十分な分野の教育投資を増やせば成果がでるが、ストックが十分な分野に

投資しても成果はでない。そのため、ストックが不十分な分野、国、時代に着目して調

査すれば、教育投資には効果があるという結果が出て、ストックが十分な分野、国、時

代に着目して調査すれば、教育投資には効果がないという結果が出る。 
  教育投資に収穫逓減性があるとすると、各分野への教育投資の限界的な効果（教育投

資一単位の増加がもたらす効果の増加分）が等しくなるように、教育投資を調整するこ

とが最も効率的な教育投資であることになる。 
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